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巻　頭　言

　本年５月１日をもって、日本は「令和」の年を迎えることになりました。西暦を国際標準として用い

ている我々にとって、日本古来（とはいえ、645年の大化から始まる1400年弱の歴史ではありますが）

の元号の意味は何でしょうか。やはり、「時代の変わり目」を明確にする意味は大きいように思います。

人間の世代（個人が誕生して次世代を生むまで）をおよそ30年とするならば、おおむね天皇の世代に

即した元号もやはり人間の世代を表すように思われます。

　それでは、今年から始まる日本の「令和時代（世代）」はどのようになるでしょうか。昭和時代後半

の経済と人口の拡大傾向は平成時代に頂点を迎え、そして縮小し始めました。令和時代は、この縮小

傾向からの出発となり、その時代を通して続くと思われます。高齢者が増加した「頭でっかちの人口ピ

ラミッド」もいずれは各年齢層がほぼ均等な（つまり、寿命が来るまであまり死ぬことのない）尖塔型

のピラミッドに収束するのではないかと思われます。健康年齢も上昇し、相当な高齢者も生産活動に

従事するのが普通の社会になっていくでしょう。結果的に就業人口中の若年層の割合は減少し、彼ら

に有利な肉体労働は、いずれは機械化、AI化によって補われるようになるでしょう。むしろ、若年層

の「柔軟な思考」の価値が求められるようになるのではないでしょうか。高齢になっても物事を柔軟に

とらえて思考するための日々の努力をすべての人々が求められるため、教育機関の講義内容も大きく変

化せざるを得ないと思われます。

　仮に、令和時代が平成と同様に30年続くとするならば、現在20歳の大学生は50歳で次の時代を迎え

ることになります。現在56歳の私は86歳です。もしかしたらまだまだ現役で、この大学で教鞭をとりつ

づけているかもしれません。その間の社会、経済、文化の変化はどのようなものでしょう。いずれにせ

よ、現在のそれとは大きく異なる社会構造や日々の暮らしとなる可能性が高いのではないでしょうか。

　またこのような社会の大激変に加えて、地球温暖化による環境の変化はすでに既定路線となり、す

でに国は、各地域社会と個人（ビジネスの内容を含む）に対して、変化への適応を求めています。地

域の自然環境がどのように変化し、その結果、地域のビジネスや生活の内容もどのように変化してい

かねばならないのか、私たちが生活するこの鳥取においても早急に考えていかなければなりません。

SDGs（持続可能な開発目標）を実質的な意味で可能にするのは、今までの環境（自然環境と社会環境）

を何としても維持していくという固定化した発想ではなく、日々変わっていく環境に適切に対応してい

く「柔軟な思考と行動力」であると思います。

2018年度　地域イノベーションセンター事業報告書



　これまで「イノベーション（技術革新）」の対象と目的は、拡大する経済活動のみでした。私は新し

い令和時代を迎えるにあたって、その対象を我々の生き様や日々の暮らし、若い人たちにとっては将来

の結婚や子育てまでを俯瞰したライフプラン、そして個人の世界観まで拡げるべきと考えます。なぜな

らば、それらを考慮しない旧来型の「イノベーション」は、早晩、まったく需要のない「陳腐な技術」

になる可能性があるからです。

　2018年度の公立鳥取環境大学地域イノベーション研究センターの事業では、本報告書の８題の研究

を支援しました。令和時代を通じて変化していくであろう、気象と海況への対応は今から考えておかね

ばなりません。そのためには現在の気象と海況に関するきめの細かい解析とそのシステム構築が必要

です。重田先生と太田先生の報告内容はそのために今やっておくべきことを示しています。戸苅先生

と門木先生は、鳥取県の固有の廃棄物内容について、今解析しなければならないことを提案していま

す。山本先生もまた、最先端の質量分析計を駆使して、食品や自然物などに含まれるすべての有機物

を網羅的に分析し、その中から新しい知見を得ることを提案しています。まさに次世代の解析化学です。

私はこれらの研究から得られた知見は、将来、鳥取のビジネスや生活の持続可能性にきっと役立つと

考えています。磯野先生は、鳥取に多い中小企業が新しいビジネス環境に適応した新製品を開発する

うえで必要な要因を基礎的な研究から解き明かしています。実証的な研究はこれからですが、中小の

地域企業のこれからに大いに役立つことでしょう。一方、倉持先生は、社会ニーズに応えるための企

業活動が、鳥取県内では人口減少と高齢化でなかなか持続できない現状を浮き彫りにしています。本

文中にもありますが、このような状況において、無人交通システムなどの新技術を早急に導入して、本

当のニーズに応えるビジネスが成り立つ仕組みを、柔軟な発想で開発しなければなりません。それには、

大学の構成員（教職員と学生）に加えて、地域住民による、「何としても解決して見せるんだ。」という

本当の覚悟が必要でしょう。その一方で、鳥取の住民の心の拠り所が、地域文化です。鳥取市の摩尼

山の奥の院にかつて存在した、地蔵堂をはじめとする建物群の考証と復元は、忘れ去られつつある鳥

取東部住民の深い心のありようを、再び思い出させてくれる重要な研究です。

　2018年度の本センターの研究事業内容は、かくも多様ですが、いずれもこれからの激変する令和時

代のために、今、やっておかなければならないと確信する研究です。

� 令和元年７月　  　　　　　　　　　　　　　　　

� 地域イノベーション研究センター長　吉永　郁生
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メタン発酵を核とした鳥取県内で発生する
地域バイオマスからのエネルギー回収システム

戸　苅　丈　仁

１． はじめに

　全国の地方自治体では、下水処理場、集落排水処理場および汚泥再生センター等の生活排水処理施

設の維持管理や、そこから発生する汚泥の処理に多大な経費をかけている。特に中小規模の地方自治

体においては、今後、人口減少が予想され、生活排水処理における類似処理施設の統廃合や処理の効

率化の必要性が高まっている。そのような状況の中、下水処理場に地域で発生する様々なバイオマス

を集約し、メタン発酵処理により混合処理する取り組みが注目を集めている。メタン発酵は嫌気性微

生物により、有機分を分解し、メタンと二酸化炭素を主成分とするバイオガスを発生させる処理方式

であり、発生汚泥量の低減および回収したメタンガスの熱エネルギー利用や発電利用が可能である。

ただし、発生した消化汚泥の脱水ろ液の処理施設の設置が必要となるが、水処理施設を持つ下水処理

場へ集約することで既存施設を利用して適切な排水処理も可能となる。加えて人口減少等の影響から、

処理人口に対して処理能力の大きな下水処理場が増えており、全国の下水処理場における水処理施設

の日平均汚水処理量/現有処理能力の値が0.6以下となる処理場の割合は69.5%1）となっており、比較

的余裕のある運転を行っている事例が多いため、処理余裕の有効利用という観点からも集約混合処理

が望ましい。下水処理場に集約可能な地域バイオマスとしては、し尿、浄化槽汚泥、集落排水汚泥、

家庭生ごみおよび食品工場廃棄物などの廃棄物系バイオマスや、稲わら、刈草、剪定枝などの草本系

バイオマスなどが挙げられる。特に生ごみなどの食品系廃棄物はメタン発酵において優良な基質であ

り、投入固形物濃度（TS）5～12%において、強熱減量（VS）ベースの分解率が73.5 ～ 80.5%との既

往の報告2）がある。その組成にもよるが、一般に生ごみは、下水汚泥に比べて分解率も高く、バイオ

ガス発生量も多い。一方で生ごみ単独でのメタン発酵処理には、メタン発酵に必要なニッケル、鉄、

コバルトなどの微量栄養塩3）が不足するが、下水中にはそれらが含有されているため、混合処理する

ことのメリットは大きい。現在、全国の下水処理場で地域バイオマスの集約・混合処理は9事例あり4）、

今後も増加が予想される。石川県珠洲市では、珠洲市浄化センターに農業集落排水汚泥、浄化槽汚泥、

し尿および事業系生ごみを集約し、混合メタン発酵を実施したところ、年間43,000千円程度のコスト

縮減に成功し、加えて、年間239tの二酸化炭素排出量が縮減5）された。また、富山県黒部市では、下

水処理場に隣接するコーヒー工場からの廃棄物（コーヒー粕）を、兵庫県神戸市では木くずやお菓子

工場で発生した廃棄物を集約して混合メタン発酵によりエネルギー回収を行っている4）。

　本研究では、鳥取県で発生する様々な地域バイオマスのメタン生成ポテンシャルを調査し、下水処

理場への集約、下水汚泥との混合処理により、地域で発生するバイオマスを地域内で処理し、エネル

ギーや資源の地域内循環の可能性を検討した。また、特に稲わらに着目し、長期間連続処理による影

響を検証した。
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③揮発性有機酸濃度およびpH

　RunAでは平均1,400mg-酢酸/Lであり、RunBでは平均1,420mg-酢酸/Lとなった。pHはRunAで7.4、

RunBで7.3と安定していた。本研究で揮発性有機酸の測定に用いたエステル化法は、GC法や蒸留法に

比べて大きな値が出ることが報告されており7）、pHやアンモニア性窒素濃度を考慮しても反応は順調

に進行していたと考えられる。

④VS除去率、CODCr除去率およびメタン転換率

　期間３でのVS除去率はRunAが55％、RunBが57％であった。また、同様にCODCr除去率はそれぞ

れRunAで52％、RunBで49％であった。メタンガス0.35LでCODCr1gが分解したと考え、メタン転換

率を算出すると、RunAで0.56、RunBで0.52となった。

４．まとめ

　本研究の結果により以下の３点が確認された。

　　・�様々な地域バイオマスのメタン発酵回分実験より、稲わらや食品工場廃棄物のメタン生成量は

余剰汚泥やOD汚泥と比べて大きく、安定的な発生も期待できることから、下水処理場への集

約可能性が示された。

　　・�下水汚泥と稲わらの混合メタン発酵連続式実験の結果から、稲わら混合により、メタン発酵反

応の阻害要因であるアンモニア性窒素濃度低下することが確認された。

　　・�長期間の連続投入においても、固形物ベースで1:0.5の混合比率であれば、阻害もなく安定的

に反応が進行することが確認された。

　鳥取市で下水処理場に稲わらを集約し、下水汚泥に対して固形物ベースで1:0.5の割合で混合する

と想定し、メタン発熱量を35.8MJ/m3、発電効率を32％として計算すると、稲わら由来の発生バイオ

ガス量は757千Nm3/年、稲わら由来の発電量は1,494千kwh/年となる。また、同様に豆乳工場からの

食品工場廃棄物の発生量を16t/日として、下水処理場に集約すると食品廃棄物由来の発生バイオガス

量は704千Nm3/年、食品廃棄物由来の発電量は1,389千kwh/年となる。設備投資コストや既存処理と

の調整、法律・制度との整合など、様々な課題はあるが、地域で発生するバイオマスを下水処理場に

集約し、メタン発酵処理によりエネルギー回収を行うことが循環型社会の構築に寄与できると考えら

れる。
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　本研究の実施にあたり、鳥取市環境下水道部下水道管理室および（公財）鳥取市環境事業公社の皆
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気象情報のWeb公開と防災アラート速報の配信
－防災気象観測システムの構築－

重　田　祥　範

1．気象リスクと自治体の問題点

　近年、天候の急変によって、冠水や浸水、大雪などの自然災害に悩まされる自治体が多くなってい

る。この鳥取県も例外ではない。2017年１～２月にかけては、強い冬型の気圧配置の影響で山陰地方

の広い範囲で大雪となり、鳥取市（鳥取地方気象台）では、最新積雪が91センチに達するなど記録的

な積雪となった。県内では男性１人が亡くなったほか、積雪による国道53号線の通行止め、さらには

雪の重みによる倒木が相次ぎ、山陰線で列車が20時間以上立往生するなど交通機関へも深刻なダメー

ジを与えた。一方、2017年７月には、福岡県と大分県を中心とする九州北部で集中豪雨が発生し、死

者・行方不明者が40名以上になる大惨事となった。さらに、2018年７月には、西日本を中心に多くの

地域で河川の氾濫や浸水害、土砂災害が発生し、死者数が200人を超える甚大な災害が発生した（図１）。

平成に入ってからの豪雨災害としては初めて死者数が100人を超え「平成30年７月豪雨（西日本豪雨）」

と命名された。このように、近年では、過去に経験したことのないような気象災害が多々発生してい

る。そのため、気象災害が我々にもたらすリスクに対して早急に取り組む必要がある。

　鳥取県内においても、地形などにより冠水や浸水が発生しやすい地域が存在している。自分の身を

守るためにもハザードマップで避難経路を確認するほか、実際の降雨状況を把握し、災害に備えるこ

とが必要である。しかしながら、気象庁が管理・運営しているアメダスは、約20㎞間隔の配置である

ため、局所的な災害には適用できていない（図２）。また、避難情報が発令されても、避難をしなかっ

たり、避難行動が遅れたりしたことも一因であり、大雨警報などの気象情報、避難勧告などの避難情

報が発表されても、市町村単位で区分されているため、「自分の住む地域は大丈夫！」との思い込み

が強い人も多い。このように、多発する気象災害に関して様々な問題点を抱えている。以下は、各自

治体が防災業務で抱えている問題点である。

　１．旧市町村単位で異なる雨量計の設置・観測体系⇒整備水準が異なる

　２．管轄エリアが広大で迅速な情報収集ができていない⇒初動体制に大きな影響

　３．過疎・高齢化⇒自助・共助の限界、早期避難の難しさ

　４．市町村の財政難⇒担当職員の不足、職員の知識不足、防災対策工事の大幅削減

　　　保守点検・更新費用の捻出⇒気象予報会社にデータを依頼（費用が極めて高額）

　５．担当職員の専門知識

　　　県内の市町村に気象に関して専門家がいるかと言われると皆無

　　　避難勧告・避難命令に対する助言者をどうするのか
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３．三祖堂と地蔵堂

３．１．財産台帳にみる三祖堂

　三祖堂は摩尼寺の本堂と善光寺阿弥陀如来堂の中間に建つ方二間の小堂で、最澄・円仁・空海の像

を安置する。後述するように、かつて鷲ヶ峰に存在した地蔵堂は三祖堂と平面規模が同じで、明治中

期までは近接した位置に軒を連ねていた。大雲院に所蔵される摩尼寺の財産台帳「寺院所有物明細帳」

（明治31年）は、以下のように記している。

　　　三祖堂　 桁行二間 梁行二間 坪数四坪　享保三年建設

　享保三年（1718）については、同台帳に以下の記載もある。

　　　大雲院二世栄春中興開基ス。享保三戊戌年迄大雲院兼帯寺トナル。同年上月同院第五世大僧都観洞之

　　　懇願ニ依テ比叡山安楽院ニ属ス。是ヲ以テ観洞和尚ヲ当寺律院ノ開基ト為ス。自爾以来天台律宗規則ニ

　　　準ジ大僧ノ輪番寺ト為ス也。明治三年御趣意ニ依テ現今ノ境内ヲ除クノ外悉ク上地トナレリ矣

　すなわち、比叡山の安楽律派に改宗した記念すべき享保三年に三祖堂を建立したことになる。それ

はまた、摩尼寺の境内が「奥の院」から中腹の現在地に移転された年であった可能性もある。ちなみ

に享保三年という年代は、空海像の注釈にも記されている。

　　　一　右脇弘法大師　　一幅大ハ壱尺五寸

　　　　　　由緒。当堂ハ享保三戌年五月当時住持義諦和尚安置ナリ。

　　　　　　弘法大師当時往昔真言宗ニ所縁アルニ依テ安置スルモノナラン。

３．２．財産台帳にみる地蔵堂

　明治31年の「寺院所有物明細帳」のリストには、地蔵堂・地蔵堂本尊・位牌堂も含まれている。

　　　地蔵堂　 桁行二間 梁行二間 坪数四坪　延享元年建設

　　　　地蔵堂本尊地蔵大士　　座像大ハ三尺二寸

　　　　　由緒。当像ハ延享元年甲子六月唯識院湛洞自坊ニ安置ス菩薩

　　　位牌堂　 桁行二間 梁行二間 坪数四坪　文久二年建設

　さらに、「喜見山摩尼寺記録」（大雲院所蔵・年代未確認）という文書には以下の記載を確認できる。

　　　　地蔵堂建立之事

　　　一　此度当寺本堂東江弐間　四方茅葺ニして　地蔵堂一宇

　　　　　 建立仕度儀候、此段奉願候以上　寛保三年五月□日　　（□は折り目で読めず）
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鐘楼には明治維新をはさんで約30年の時間差があり、それはいわゆる神仏分離・廃仏毀釈の時代なの

で、仏堂の新築・再建等は困難であったと思われる。したがって、三祖堂は江戸期のものをそのまま

継続していた可能性が高い。現在の三祖堂において転用されている古材は、三祖堂もしくは他の方二

間堂（位牌堂？）前身建物の材であり、その材の年代は幕末以前か明治中期以降のどちらかと推定さ

れる。正面向拝周辺に残る古材（組物・蟇股・虹梁等）は幕末～明治期の絵様を示している。

　平面規模は正面・側面とも総長4,000mm（13.2尺）。正面向拝の柱間1,990mm（6.56尺）、側面前側

の柱間1,980mm（6.53尺）、側面奥側の柱間2,020mm（6,67尺）、向拝柱の出1,544mm（5.1尺）であり、

１間＝6.5（～ 6.6）尺に復原される。柱は4.5寸角。内部は奥の半間を仏壇とし、三祖並列で祀る。正

面（最澄）開放、左右に花頭窓をあしらう。ここの建具は黒漆の塗装が剥落して材が摩耗しており、

また花頭窓の様式自体が古式にみえる。三祖堂創建の享保三年（1718）に遡りうる材として強調して

おきたい。摩尼寺の境内全体をみても、安楽律派改宗年に遡りうる建築部材はここにしか存在しない。

図11　摩尼寺 三祖堂

図13　三祖堂軒下組物

図12　三祖堂 平面図

図14　向拝矩測（浅川＋吉田侑浩）
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５．３．類例（２）－龍門寺巡礼堂

　摩尼山地蔵堂の復元にあたって参考に値する類例を探したところ、『鳥取県の近世社寺建築』［鳥取

県教委 1987］掲載の寺院で最も近い外観を有するのは会見町（現南部町）の龍門寺巡礼堂であるこ

とが分かった。入母屋造仏堂の正面中央に向拝をつけ、左右の脇間に花頭窓を設える外観は地蔵堂と

よく似ている。『鳥取県の近世社寺建築』の説明文［p.146］を、以下に全文引用する（一部の文字を

繁体字にし、西暦を付加するなどの微細な改変あり）。

　　　83　　龍門寺　西伯郡会見町天万748　真言宗醍醐寺派　
　　　　　巡礼堂　正面三間　側面三間　入母屋造　向拝一間　桟瓦葺　天保６年（棟札）

　　　　　角柱土台建　頭貫木鼻　台輪　出三斗　一軒疎垂木　妻飾木連格子　

　　　　　向拝角柱　連三斗　繋虹梁　一軒疎垂木　四方切目縁　　

龍門寺は永享２年（1430）、醍醐寺三宝院末流真言修験宗として護国山常福寺を創建してはじまる。

明治の神仏分離令により廃寺となり、大正８年（1919）龍門寺として復活する。伯耆霊場第６番札所

で本堂の前方右脇に西面して建つ。巡礼堂は方三間仏堂で、前１間を外陣、後２間を内陣として、内

陣床高を外陣より１段上げて内外陣境を引違戸で間仕切る。外陣中央間の側・入側柱頭部を虹梁でつ

なぐ形式は中世風である。側廻りの柱上出三斗の手先の斗に肘木を組んで出桁を受ける手法は珍しい。

柱頭に粽をつけ、台輪や花頭窓など禅宗様系の意匠を用いて全体に木細く、天保６年（1823）の建築

にしては穏やかにまとめている。

　新しく赴任した現住職は堂宇の傷みを憂い、巡礼堂の屋根・壁・建具などを改修した。一点、報告

書と矛盾する発言を聞いた。本堂・巡礼堂とも、もとは茅葺きであったが、雨漏り等ひどいので本堂

は鉄板で被覆し、巡礼堂はスレート葺きにしたとのことだが、報告書［鳥取県教委 1987］掲載の巡

礼堂の写真は上の記載どおり桟瓦葺になっている。桟瓦からスレートに葺材を換えたというのが正し

い理解であろう。

図15　三祖堂内陣 花頭窓（円仁） 図16　同左花頭窓 実測スケッチ（左：佐々木香奈　右：森 彩夏）
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　まず方三間の平面寸法について分析する。１尺＝303mmとして、本体の平面は6,190mm（20.4尺）

四方。柱間寸法は、

　　桁行：　左右の脇間 1,850mm（6.1尺）　中央間249mm（8.2尺）

　　梁行：　仏壇側１間 210mm（6.9尺）　手前２間 409mm（13.5尺）

である。向拝柱の出は『鳥取県の近世社寺建築』に記載がないので、現地で実測したところ、側柱－

向拝柱の心々寸法は2042.5mm（6.7尺）を測る。ちなみに、縁の出は860mm（2.8尺）である。

　『鳥取県の近世社寺建築』［1987：p.146］の記載にあるように、龍門寺巡礼堂は台輪・花頭窓・柱頭粽（お

よび向拝柱の礎盤）は禅宗様系だが、繋虹梁は海老虹梁ではなく、虹梁型頭貫と同じ標準のタイプに

している。対して、摩尼寺境内の三祖堂や古写真にみる地蔵堂は曲がりの強い海老虹梁を採用してお

り、この点のみに注目すると龍門寺巡礼堂よりも禅宗様の色彩がやや強いと言えるが、組物などは素

朴に抑えている。さらに、向拝柱上の大斗を皿斗付大斗にしており、三祖堂と共通する。

　龍門寺巡礼堂は三間（6,190mm）四方、摩尼寺三祖堂（および地蔵堂？）は二間（4,000mm）四方

なので、後者は前者の65％縮小とみなせる。この縮小率は、地蔵堂跡の復元にあたって有効な数値と

なるであろう。ただし摩尼寺の場合、１間が６尺か６尺５寸かは未確定であり、検討の余地がある。

本論ではいまいちど三祖堂と地蔵堂・鐘楼跡地の寸法体系を分析することで正確な縮尺率を導き出し

ていく。

６．鷲ヶ峰地蔵堂跡の遺構解釈と復元

６．１．地蔵堂跡の遺構解釈と基準尺

　鷲ヶ峰の立岩と平場の間にＬ字形の基壇風の高まりがあり、北側に地蔵堂、南東側に鐘楼が建って

いた。また両者の中間には西国三十三観音霊場石仏の第１群11体が低い切妻造の瓦屋根に覆われてい

た。こうした風景が、何度も述べてきたように、明治末撮影の絵葉書古写真に写しこまれている。

　地蔵堂と三祖堂は創建年代が18世紀前半に遡り、平面規模も正面向拝付方二間で共通する。明治期

には法界堂の前に左右対称に建っていた双子の兄弟のような建物であった。図20は、地蔵堂跡地の実

測図である。研究室OBの岡垣頼和君（鳥取市教委文化財課）に依頼して三祖堂の平面と基壇遺構を

対比してもらった。昭和期の向拝柱礎石に柱位置をあわせてみると、基壇遺構のなかに向拝付方二間

の三祖堂平面がぴたりと納まる。

　問題は基準尺だが、頼りになるのは基壇上に残る向拝柱の礎石しかない。ところが、この二つの礎

図17　龍門寺巡礼堂（2017年末撮影） 図18　巡礼堂平面図 図19　巡礼堂 矩計スケッチ（浅川）
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石は昭和13年の火災焼失後に再建された新しい地蔵堂の基礎であり、明治期のものではないという憾

みがある。しかし、今回はこれに頼るしかない。岡垣君の実測図によると、向拝柱の心々柱間寸法

は1,960mm（6.47尺）である。中腹境内に現存する三祖堂の向拝柱間は1,990mm（6.56尺）、閻魔堂は

1,969mm（6.50尺）を測る。手測りの誤差を考慮するならば、いずれの柱間計画寸法も6.5尺とみるべ

きであろう。すなわち、地蔵堂・三祖堂・閻魔堂においては、１間＝6.5尺の基準尺を用いていたと

考えたい。

６．２．地蔵堂の復元

　以上の前提をもとに地蔵堂の平面を復元すると以下の寸法になる。下線は三祖堂から借用した寸法

を示す。

図21　摩尼山鷲ヶ峰 配置図・地蔵堂基壇測量図（浅川研究室測量・宮本正崇作図）

図20　地蔵堂跡地と三祖堂平面の比較（岡垣頼和作成）

三祖堂平面図 地蔵堂跡平面図
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　　地蔵堂：　方二間　13尺（3,939mm）×13尺（3,939mm）

　　　　　　　側面・背面の１間　及び　向拝柱間（正面格子戸中央間）6.5尺（1,970mm）

　　　　　　　正面左右の脇間　半間＝3.25尺（985mm）　向拝柱の出　5尺（1,515mm）

　

　　この平面をもとに地蔵堂の上屋を復元するわけだが、特記すべき点を箇条書きしておく。

　①�地蔵堂と三祖堂は同規模の方二間堂であり、地蔵堂の復元にあたっては原則として三祖堂の矩計

（図14）を借用する。ただし、屋根形式は異なる（地蔵堂は入母屋、三祖堂は方形）。

　②�三祖堂内部の花頭窓を地蔵堂正面脇間に使えるだろうと予想していたが、明治31年の財産台帳に

よると、三祖堂は安楽律派改宗の享保三年（1718）に創建されており、花頭窓を含む三祖堂内外

陣境の建具は当初材を継承している可能性が高まった。明治の絵葉書に写る地蔵堂を復元する場

合、天保六年（1823）の龍門寺巡礼堂正面脇間の花頭窓を65％圧縮したデザインにするか、三祖

堂内外陣境の花頭窓をそのまま採用するかは要検討であり、以下の３案を比較検討した。 

　

　　　A案：三祖堂内外陣境花頭窓をほぼそのまま採用

　　　B案：龍門寺巡礼堂花頭窓圧縮採用案 

　　　C案：B案を古写真にあわせて縦横比調整

図22　立面図比較　（花頭窓の比較検討）左から、A 案・B 案・C 案　宮本正崇作図

図23　地蔵堂復元図（立面・断面・平面）　宮本正崇作図

地蔵堂　矩形図 地蔵堂　平面図
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　図22にみるとおり、古写真に近いのはA案もしくはC案であろう。しかし、類例の縦横比を調整す

るという方法は復元のあり方としてはあまり適切ではない（B案のように全体の比例を維持しながら

縮小・拡大するのはありうる）。結果、A案を採用することとした。A案は三祖堂内外陣境の花頭窓

であり、当初建立の享保三年（1718）に遡る可能性がある。この可能性を鵜呑みにするわけにはいか

ないが、かりに地蔵堂の花頭窓がこれに近い形式であったとすれば、明治31年「寺院所有物明細帳」

の記載する地蔵堂の延享元年（1744）建立説の傍証になるかもしれない。

　③地蔵堂の入母屋造屋根も龍門寺巡礼堂を借用すべきだが、巡礼堂は出桁を出三斗で支えているの

で、少し大きめになっている。地蔵堂は桁天のりなので65％縮小よりさらに縮小すべきであり、60％

前後が妥当ではないかと推定される。

　④明治の絵葉書古写真にみえる地蔵堂は境内にあった茅葺きの地蔵堂（財産台帳に記載あり）を移

築して桟瓦葺きにした可能性が高いと思われる。屋根勾配が強くみえるのはそのせいだろう。龍門寺

巡礼堂も茅葺きから桟瓦葺きに変化している。結果を述べるならば、三祖堂の方形造瓦葺きより強い

匂配の7/10（正面）、9/10（背面）とした。

　⑤昭和13年11月12日の『因伯時報』にいう焼失地蔵堂の「堂前側木製格子戸」が古写真では格子戸

にみえない。ガラス戸の上下羽目板に縦連子を並べている。いわゆる「盲連子」であり、これを記者

は格子と表現したのだろうと考えた。なお、三祖堂敷居の溝は１本であり、引違戸ではなく、両引戸

に復元した。両側の花頭窓の背面に片引き戸を隠す。

７．鷲ヶ峰の鐘楼

７．１．絵葉書古写真にみる鐘楼

　摩尼山鷲ヶ峰を写した戦前の絵葉書をみると、立岩の脇に地蔵堂を配し、その東南脇に鐘楼をとも

なう（図24中）。鐘楼もすでに解体され立岩周辺の平場に礎石を残しつつ、その上に古材（図25・26）

が積み上げられている。地蔵堂と直交関係をもって基壇上に建つ鐘楼は素朴な構造をしている。古写

真から看取できる構造形式・細部を以下にまとめる。

図24　鐘楼の比較（左から摩尼寺境内に建つ鐘楼、絵葉書古写真にみる鐘楼、
『稲葉佳景無駄安留記』にみえる鐘楼）　　　　　　　　　　　　

（↑鳥取県立博物館所蔵） （↑鳥取県立図書館所蔵）
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　　鐘楼：　方一間　切妻造鉄板葺平入　四面開放

　内転びのある角柱に腰貫・飛貫を通し、柱頭部は梁（虹梁型頭貫か）、桁の順にのせて固める。古

式な折置組である。礎石建の土台なし。小屋組は束立。棟木と軒桁に垂木をわたし、妻飾の破風板で

隠す。おそらく野小屋のない化粧屋根裏で、屋根勾配は5／ 10前後、軒の出は1.5尺ばかり。人間と

の対比からみて、柱高は3,000mm前後と推定される。

７．２．鷲ヶ峰の鐘楼跡と建築部材

　鐘楼の基壇上には４基の礎石が残っている。礎石は450mm×550mm程度の自然石であり、平らな

上面の中心部分に45mm角の孔をあけている（図25）。これは柱下端に削り出したホゾを納めた孔で

あろう。４つのホゾ孔から平面寸法が復元できる。

　　鐘楼平面寸法：桁行3,090mm（10.2尺）×梁間2,970mm（9.8尺）

　手測りの誤差を考慮するならば、復元設計においては10尺四方とみなせばよいかもしれない。なお、

４基の礎石の北側に小さな自然石が２基露出し、上に木材を横たえているが、これらは鐘楼そのもの

とはまったく関係ない。礎石の上面・周辺にはあわせて７本の角材が姿をとどめている（図26）。こ

れら７本はA群（４本）とB群（３本）に大別できる。

A群：　４本の角材。長さは2,630mm（8,76尺）、2,665mm（8.80尺）、2670mm（8.81尺）、2680mm

（8.84尺）を測る。断面は３材の採寸をしており、180×205mm（5.9×6.8寸）、186×200mm（6.1×6.6

寸）、189×210mm（6.2×6.9寸）を測る。手測りの誤差、木材の収縮・磨耗を考慮するならば、柱高

は９尺（2,727mm）、断面は6.0×7.0寸に復元すべきか。柱の側面に腰貫と飛貫の貫孔を２段に残すの

で柱材とみてよいだろう。貫孔は70×120mm程度のものと90×220mm程度のものがあり、両者は背

違いになっている。古写真をみる限りおそらく前者が梁行方向の貫、後者は桁行方向の貫を納めたも

のであろう。柱底面は磨耗が激しく、削り出しのホゾを残すものは一例のみである。

B群：　３本の板状の材。長さ３～４ｍに及ぶ。この長さにふさわしいのは棟木と２本の軒桁だが、

図25　鐘楼遺構と建築部材のドローン空撮写真 図26　鐘楼遺構と建築部材の実測平面図
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そうであるならば角材の断面を有するはずである。板状の貫とみるのが妥当かもしれないが、４ｍ材

は長すぎる。以上から復元寸法を以下のように設定する（1尺＝303mm）。

　　鐘楼復元寸法： 方一間　10尺四方　柱高９尺　同断面６×７寸

７．３．境内に建つ現鐘楼

　鷲ヶ峰の地蔵堂を復元するにあたって、第一に参照すべき類例は摩尼寺境内に現存する鐘楼であろ

う。鐘楼は山門・本堂とともに国の登録有形文化財になり、その申請文書を改稿した解説文を報告書『思

い出の摩尼』［浅川編2015：p.12］に掲載してある（図24左）。財産台帳によれば、鐘楼は明治25年（1892）

の建築である。現鐘楼は平屋建入母屋造桟瓦葺で、平面は方一間。桁行4,080mm（13.47尺）×梁間

3,897mm（12.86尺）を測る。これをおよそ13尺四方と理解すると、鷲ヶ峰鐘楼はおよそ10尺四方だから、

一辺は鷲ヶ峰の1.3倍、面積では1.69倍となる。

　境内の鐘楼は四面開放で腰貫、飛貫を通すところは鷲ヶ峰の鐘楼と同じだが、柱頭は頭貫で固めて

台輪をのせ、三斗組の組物、中備蟇股、木鼻を設ける。また、柱底部は礎石上の礎盤にのっており、

台輪とあわせて禅宗様の匂いが仄かにする。入母屋造の屋根には野小屋があり、軒下からみえる疎垂

木は化粧垂木である。垂直方向の高さを柱高で比較すると、境内鐘楼は4,148mm（13.67尺）であり、

柱間よりも長い。一方、鷲ヶ峰の鐘楼は柱間が10尺、柱高が９尺と推定され、柱間より短くなってお

り、また、柱の内転びも境内鐘楼のほうが強くみえる。つまり山上と山下では、鐘楼の様式が大きく

異なり、丈が低く内転び逓減率の弱い後者のほうが古式にみえる。

７．４．『稲葉佳景無駄安留記』にみえる鐘楼との比較 

　現鐘楼は境内地を前側にせり出して広げつつ、明治25年（1892）、その拡張域の山門脇に建てられた

ものである。鷲ヶ峰の地蔵堂は明治中期以降における山下境内の整備と軌を一にしておこなわれた可

能性もあるが、だとすれば、山上の鐘楼もこの時期に新築されたのであろうか。上の様式差はこの問

いに対して否定的な見通しを与えている。山上の鐘楼は、その素朴な構法に加えて、軒高・棟高の低さ、

柱の内転びの緩さなど古式な風貌を示しており、江戸期に遡る可能性を示している。とすれば、明治

維新以前に鷲ヶ峰に建立されていただろうか。その可能性を否定できるわけではない。

　ここで、米逸処の『稲葉佳景無駄安留記』（1858）の描く摩尼寺境内に注目すると、小ぶりの鐘楼

が描かれている（図24右）。それは「秀衡杉」の斜め前、おそらく今の閻魔堂に近い位置に存在した。

構造形式は、平屋建・切妻造鉄板葺で、腰貫も描かれており、明治の絵葉書古写真にみえる鷲ヶ峰の

鐘楼とよく似ている。両者が同一の建築であるという保証はないけれども、拡張した敷地に大型の鐘

楼を新設した結果、不要になった小型の鐘楼を鷲ヶ峰に移築した可能性もあるのではないか。

７．５．山上鐘楼の復元

　こうしてみると、鷲ヶ峰鐘楼の部材寸法を参照する類例として境内の鐘楼は必ずしもふさわしくな

いことが分かる。そこで、県内で参考になりそうな平屋建切妻造の鐘楼遺構をざっと調べてみたのだ
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が、大山寺、三徳山三仏寺、廣禅寺（鳥取市）などの鐘楼は重要な類例ではあるけれども、いずれも

近代の再建で、柱頭より上の組物・虹梁・木鼻などを派手につくり、鷲ヶ峰鐘楼の素朴さとはかけ離

れている。このたびは古写真と現存遺構・部材から寸法と様式を推定するのが無難と判断し、復元平

面図・断面図を描いてみた（図27）。

７．６．西国三十三観音石仏覆屋の復元

　古写真をみる限り、地蔵堂と鐘楼の中間に建つ石仏群覆屋の間口は３柱間で、中央の柱間が両脇間

に比べてやや長いようである（図28）。これについては、中央間＝７尺（2,121mm）、両脇間＝５尺（1,515）

と仮定する。両側の妻壁は棟通りを軸線にして対称に２本の柱を配して柱間を土壁とし、その安定を

図るため土台を前後にのばし、筋交状のつっかい棒で柱を支えている。

　石仏群覆屋の構造は単純なようで結構複雑である。構造形式は平屋建切妻造鉄板葺平入。棟に来待

石をのせる。基壇は崩れかかっているので寸法が微妙だが、間口17尺（5,151mm）×奥行５尺（1,515mm）

に復元した。基礎は土台建。写真に映る人体との比較から、棟高６尺、軒高4.5尺と仮定し復元図を

描いた（図29・30）。

図27　鐘楼 復原図（平面・立面・断面）　宮本正崇作図

図28　絵葉書古写真にみる西国三十三観音石仏覆
（鳥取県立博物館所蔵）　　　　　　　　　　　 図29　西国三十三観音石仏覆屋復元図（立面）
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８．復元連続立面図と復元CG

　以上を総合して、鷲ヶ峰の明治期建造物群を連続立面図（展開図）として表現した（図31）。背景

に描いた立岩の高さについては、正確な寸法を得ていないが、測量時の調査風景写真に映る人物との

対比などから、『因幡志』に記す「高サ四丈」すなわち約12ｍ説は妥当であると判断した。

　さらに以上の復元図を３Ｄ化し、地上写真・ドローン空撮写真と融合させ、明治後期の景観を再現

した。こうして、明治期の鷲ヶ峰の景観復元に取り組んだわけだが、わたしたちは地蔵堂・鐘楼・西

国三十三観音石仏覆屋などの復元建設を目的としてこの研究に取り組んだわけではない。はじめに述

べたように、今回おこなった復元研究が今後の景観整備や活用事業の指針となることを願ってのこと

である。その手始めに、登録記念物「摩尼山」の登録記念リーフレットに復元CGと連続立面図を掲

載した（図32）。これらの成果が摩尼山の歴史理解の普及と深化に貢献することを祈っている。

図31　鷲ヶ峰の復元連続立面図（展開図）　宮本正崇作図

図30　西国三十三観音石仏覆屋復元図（断面・平面）

図29・30とも宮本正崇作図
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図32　登録記念物「摩尼山」
　　  　登録記念リーフレット

［参考文献4］　

図33　鷲ヶ峰（明治末）の景観を再現した復元CG［宮本正崇制作］

図34　鷲ヶ峰（明治末）の景観を再現した復元CG［ドローン空撮写真との融合 宮本正崇制作］
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一般廃棄物焼却施設の水銀物質フロー推計モデルの
構築と排出削減への応用

門　木　秀　幸

１．はじめに

　水銀及び水銀化合物の人為的な排出から人の健康及び環境を保護することを目的とした「水銀に関

する水俣条約」が2013年10月に採択され、平成29年８月に発効した。これに伴い我が国では水銀の環

境排出や水銀含有廃棄物に関する新たな規制が大気汚染防止法、廃棄物処理法の改正によりなされて

いる。国連環境計画（UNEP）が2002年に公表した報告書（UNEP, 2002）によると、環境中に排出

される水銀（年間5,500 〜 8,900トン）のうち人為的排出は約30%、自然的発生は約10%、再排出・再

移動は約60%であり、水銀の人為的排出の削減は、将来的に環境中を循環する水銀量を削減するため

に極めて重要であるとされている。世界では、石炭火力発電・工業用ボイラー、住宅暖房/その他燃焼、

人力・小規模金生産が大気への環境排出源として重要（UNEP, 2010）とされている。一方、我が国

を見ると環境省が公表している水銀大気排出インベントリー（環境省、2016年版）では、1/3が廃棄

物焼却施設、1/3がセメント製造施設が占めており（図１）、こうした水銀排出施設における水銀排出

削減のための適正な施設管理が重要となっている。一般廃棄物の焼却施設は、市町村の事務として行

われていることから、大気汚染防止法で規定されている排出基準の遵守は自治体にとって重要な課題

となっている。

 

　一方、一般廃棄物焼却施設では、原料となる廃棄物の組成が複雑でばらつきが大きく、焼却物中の

水銀含有量の把握を行うことが困難である。水銀排出量の削減には原料中の水銀量の推計及び焼却施

設における水銀の物質フローについて把握し、適正な分別や施設の維持管理を図ることが重要と考え

図１　我が国の水銀排出インベントリー（環境省水銀排出インベントリー 2016年版より作成）
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られる。また、災害時等のように非定常時における水銀の排出の予測や対策を講じなければ、非定常

時における焼却施設の稼働に支障が生じ、地域の廃棄物処理や市民生活に大きな支障が生じることが

予測される。

　そこで我々は、一般廃棄物焼却施設の水銀の物質フローを明らかにすることを目的として、入り口

側、出口側の詳細な水銀量の調査及びそれに基づくフローモデルの構築を行い、廃棄物の質の変動の

影響や適正な施設管理の基礎となるデータの構築を試みている。本報告では、その手法の概要につい

て取りまとめる。

２．一般廃棄物焼却施設の処理フロー

　一般廃棄物の可燃ごみの質は地域で行われている分別方法により影響を受けるが、一般的な、可燃

ごみの組成は、環境省通知「一般廃棄物処理事業に対する指導に伴う留意事項」により、①紙・布類、

②ビニール・合成樹脂・ゴム・皮革類、③木・竹・ワラ類、④厨芥類（動植物性残渣、卵殻、貝殻を

含む。）、⑤不燃物類、⑥その他（孔眼寸法約５mmのふるいを通過したもの）に分けることができる。

地域によっては、プラスチックを分別回収し再資源化に取り組む自治体、厨芥類すなわち生ごみを分

別回収して再資源化に取り組んでいる自治体もあり、これらの地域で排出される可燃ごみの組成は異

なってくる。すなわち、組成が複雑で、変動も大きいことが予測され、また地域性があることが特徴

である。

　次に、大気汚染防止法で規定される水銀の排出規制から廃棄物中の水銀含有量について考える。こ

こでは、一般廃棄物焼却施設の集じん設備の水銀除去率90%（高岡、2005）とし、都市ごみの平均的

な発熱量9200kJ/kgの燃焼時の渇きガス量が4.55m3/kg（タクマ環境技術研究所、2017）として仮定

する。ごみに含まれる水銀の含有量を、排出基準から算出すると、改正大気汚染防止法において、既

設の施設に対して適用される排出基準値：50μm/Nm3では、ごみに含まれる水銀含有量は2375μg/

kg、新設の施設に対して適用される排出基準値30μg/Nm3では、1425μg/kgとなる。この含有濃度

を環境中の土壌と比較して考えると、例えば我が国の非汚染土壌中の水銀の含有量は10 〜 100μg/

kgDW程度5）とされており、廃棄物中の水銀は環境中の土壌より１桁程度高い数値まで許容されると

言える。しかし、実際の廃棄物は、多様な組成を有しており、また個々のごみ組成ごとの水銀の含有

量は把握されておらず、水銀含有製品の混入による寄与も不明である。排出量削減には、元の詳細な

把握が重要となるとともに、焼却処理過程で、水銀の分配、すなわち廃棄物側か排出ガス側の割合を

把握する必要があると考えられる。

３．一般廃棄物焼却施設における水銀フローの調査

　図２に我々が取り組んでいる研究の概要について示す。本研究では、入口側の水銀量を把握するた

めに、焼却するごみのごみ組成調査を行なっている。ごみの組成は、前述の６分類とし、①〜⑥に基

づいて行っている。採取したごみは、全体の重量割合、水分含有量を測定する。また、各組成の含有

量を分析する。分析方法は、底質調査方法（環境省 水・大気環境局、平成24年８月）による方法を

採用している。
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　入口側の水銀量は、得られた各ごみ組成中の水銀含有量及び運転管理情報である年間焼却量から各

組成に含まれる水銀量を以下の式で求めることができる。

　　Mi ＝Ci × Wi-dry  

　　　　　ここで、

　　　　　　Mi：組成iに由来する年間の水銀量（mg/年）

　　　　　　Ci ：組成i の水銀含有量（mg/kg-dry）

　　　　　　Wi-dry ：各組成の年間焼却量（kg-dry/年）

　また、廃棄物に含まれる全水銀量に対する各組成の寄与率を次式で求めることができる。

　　　　　Ri  = Mi /ΣMi ×100

　　　　　　　ここで、

　　　　　　　　Ri：組成i に含まれる水銀の寄与率（％）

　　　　　　　　ΣMi ：廃棄物に含まれる水銀の総量（mg/年）

　出口側の水銀の物質フローについては、廃棄物と排ガスとしての排出がある。排出ガスとしての排

出量は、「排ガス中の水銀測定方法」（環境省告示第94号）により測定されたデータと施設の運転情報

より推計が可能である。一方、廃棄物としての排出には、焼却灰及びばいじんとがある。焼却灰は、

施設によっては、落じん灰と落じん灰以外の焼却灰に分別され、また、ばいじんは、バグフィルター

図２　研究の概要
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で捕集された集じん灰の他、空気余熱器灰、減温塔灰に分けられる。ばいじんは、特別管理一般廃棄

物として、重金属類が不溶化処理され、埋立処分されている。このように入り口で投入された水銀は、

焼却施設の内部で、複数の排出先に分配し、最終的には排出ガスあるいは廃棄物として最終処分場に

埋めたてられ、環境に戻される。水銀の科学的な特性上、燃焼行程では、焼却灰よりは燃焼ガス側に

多くが分配する。焼却施設のバグフィルターにおける水銀の補修効率は、90％程度とされており、結

果として集じん灰に移行するものの割合が大きいと考えられる。燃焼室での水銀の揮発率、集じん設

備での水銀の除去率により、焼却施設内での分配が決定される。

　実際の調査では、ばいじん、焼却灰中の水銀濃度は、底質調査方法7）による含有量分析により把握

する。また、施設の運転管理状況から、水銀の排出量を推計する。

４．今後の課題について

　家庭から排出される一般廃棄物には、体温計、電池等の水銀含有製品が含まれる。しかし、これら

の廃棄物は不燃ごみとして排出されるために、定常状態での焼却施設の運転では水銀源としては、少

ないと考えられる。しかし、実際の廃棄物にどの程度混入しているのか、あるいは、他の組成の寄与

がどの程度なのかは、その地域の分別の状況によっても異なる。処理施設内での挙動も異なると考え

られる。本研究では、具体的な施設を対象として、物質フローを把握し、モデル化を行うことに取り

組んでいる。

　しかし、一方可燃ゴミの組成は、多様で複雑であることから、精度の高いデータを得ることは難し

いことが課題として上げられる。図３に実際にごみ質として調査した写真を掲載する。

図3　ごみ質調査におけるサンプリングの様子：最初に約500kgのごみを採取し四分法によって縮分する
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　一般廃棄物の中身は非常にバラツキが大きいことは外観上も予測できる。一方、底質調査方法によ

り水銀を分析する場合、分析に供される試料量は、数グラムのオーダーであることから、可燃ごみの

中から代表的な分析値を得るだけでも、難しい調査となる。このため、より正確なデータを元にした

フローモデルを構築するためには、基礎となる分析データの蓄積が大きな課題と考えられる。このこ

とは、ばいじん、焼却灰の水銀の分析でも同様であり、継続的な調査が不可欠と考える。
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鳥取県内のコミュニティビジネスに関する実態調査

倉　持　裕　彌

１．はじめに

　本研究の目的は鳥取県内におけるコミュニティビジネスの現在地を明らかにし、今後の課題を検討

することである。

　コミュニティビジネスは、地域住民自らが住んでいる地域の社会課題をビジネスの手法を用いて解

決する取り組みとされている。それゆえ、住民自治や自治体財政、地域経済といった各方面から期待

が寄せられてきた。しかし、社会課題の解決をビジネスにすることは容易ではなく、志は高いものの

活動を継続するために十分な収益をあげられずに事業を断念する事業者や、収入の多くを補助金に頼

ることで継続している事業者ばかりが目に付く。中でも中山間地域において生活課題の解決にフォー

カスしているコミュニティビジネスは、ビジネスとしては厳しい状況に置かれている。一方で地域資

源を活用して特産品を開発し全国に販売するなど、地域資源を活用したビジネスの分野では成功例も

あり、広義にはこれらもコミュニティビジネスに含まれる。同じコミュニティビジネスとはいえ、前

者と後者の間にははっきりと質の差を見出すことができる。

　コミュニティビジネスが社会課題を解決しようとするほどビジネスにならないのであれば、一般的

な認識だけでなく政策支援など実務的にも齟齬が生じている可能性がある。本稿では鳥取県内のコ

ミュニティビジネスの事業者を聞き取り調査し、実態と課題を明らかにする。

２．コミュニティビジネスの実践的な定義

　経済産業省が作成した図に示されているようにコミュニティビジネスは、ソーシャルビジネスに内

包され、担い手や課題が地域に限定されるものとして理解されている。ソーシャルビジネスは「事業性」

「社会性」「革新性」を有する取り組みのことである。コミュニティビジネスはこれらに「地域性」を

加えたものである。「事業性」や「社会性」

などの概念は学術分野において様々に議

論されているが、「社会性」については実

務面から以下のように問題提起されてい

る1。すなわち、ソーシャルビジネスが扱

う社会課題とは、生活に支障が出るレベ

ルの生活課題、例えば貧困や環境問題な

どである。

 

1田口一成氏　株式会社ボーダーレス・ジャパンhttps://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000005.000021621.html
（2019年５月閲覧）

ソーシャル
ビジネス

①社会性
②事業性
③革新性

①社会性

ボランティア、
地域コミュニティ活動等

主な事業対象領域が
国内地域

主な事業対象領域が
国内海外を問わない

ＣＢ
主な事業対象領
域が国内地域

ＳＢ
主な事業対象領域が
国内海外を問わない

経済産業省 ソーシャルビジネス研究会報告書より筆者作成

コミュニティ
ビジネス

図　コミュニティビジネスの領域
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　ソーシャルビジネスの対象領域を明確に示すこの実務的な視点に立てば、コミュニティビジネスの

対象領域もまた生活に支障が出るレベルの社会課題、例えば交通弱者等の「～弱者」となる。地域資

源の加工や販売、あるいは民泊なども含む広義のコミュニティビジネスは、雇用が少ない、収入が少

ない、地域資源を活用できていない、などの地域課題の解決を目指すものであるが、必ずしも生活に

支障が出るレベルの社会課題ではない。

　確認するとコミュニティビジネスとは「社会性」「事業性」「革新性」「地域性」を備えた事業であ

る。社会性は生活に支障が出るレベルの社会課題を事業の対象とすること、地域性は地域住民による

地域課題の解決を目指す取り組みであること、事業性は課題の解決に向けて持続性を有すること、革

新性は社会課題の解決という困難なビジネスを成り立たせるうえで備えていなければならない要素で

ある。

　過疎地において、ここで示したコミュニティビジネスの定義に合致する事業者はほとんどいない。

すでに述べたように多くの場合、社会性は有していても事業性に課題を抱え、補助金を頼りに細々と

事業を継続している。その背景には人口減少による利用者（＝社会課題を抱える人々）減少等の外部

環境の変化がある。

　なお、松田（2005）は鳥取県内のコミュニティビジネス事業者10団体に対し聞き取り調査を行って

いる。その結果、地域のニーズにいち早く反応し、革新的な取り組みを始めている事業者も存在して

いること、多くの事業者は資金調達と採算性の確保に苦戦しており、人件費の削減で収支均衡を保っ

ていたことを報告している。

３．事例調査

３．１．事前調査と調査概要

　ここからは事例調査結果を報告する。調査は１章で整理したコミュニティビジネスの定義になるべ

く近い事業者を対象とし、聞き取り調査をおこなった。なお、今回の調査は今後大規模に実施するこ

とを前提としたプレ調査として位置付けている。

　個別の事業者への聞き取り調査を実施する前に、鳥取県内のNPO等市民活動の中間支援を行って

いるとっとり県民活性化センター事務局長毛利葉氏に、全県的なコミュニティビジネスの傾向と課題

について聞き取り調査（2018年６月）を行った。

　結果を以下に要約する。まず、鳥取県で展開されるコミュニティビジネスは、行政からの委託に頼っ

てしまうものもあれば、県外にも目を向け人材確保や販路開拓を行い収益性を高めている事業者もあ

る。次にコミュニティビジネスと行政の関係性について、行政が外部委託を推進する傾向にあり、受

託側にビジネスサイドを要求する傾向が加速している。行政の資金が少なくなっている中で、効率的

な活動や評価しやすい活動に集中している傾向もある。これらの傾向は今後も加速すると考えられ、

評価しにくいが地域にとって重要な事業についてどう捉えていくかが課題となる。

　以上の聞き取り調査、および費用や時間的制約を踏まえ、調査対象事業者を以下の段階を経て15事

業所絞り込んだ。　　

　①県内全287NPO法人（2018.10.24現在）の事業ジャンル・活動地区・事業内容の把握
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　　②コミュニティビジネス（一般的認識）を実施している鳥取県内企業の抽出

　　③上記２つの作業から得られた事業所を事業の継続・活動内容から15事業所ほど抽出

　なお抽出の基準は、事業が継続していること、全国的な社会保障制度運用の担い手となっている

NPO等を除く（福祉系NPOなど）こと、それぞれの分野において特徴的（優良事例となっている、

話題性がある）な活動を行っていること、である2。

　調査は事業者に対して以下の内容について聞き取り調査（半構造化面接）を行った。調査日、調査

対象者については各事例に記載した。

　・団体概要・事業内容について

　・事業による社会課題の解決についての実感・経営状況

　・今後の方針・課題について

　最終的に調査した事業所は８事業所であるが、本稿では紙幅の都合を考慮し、以下の３つを事例と

して取り上げる。

３．２．特定非営利活動法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会

３．２．１．団体概要

特定非営利活動として実施する事業（事業報告書より）：

　１）�地域住民が伝統工芸品（菅笠、提灯etc）の製造に携わる活動拠点とし、その技術の向上、伝

承を図る。

　２）藍染め工房を開設し地域住民、観光客、子供達に対して藍染め技術を伝え、その伝承を図る。

　３）町並み整備に関する検討に取り組み、それに基づきPDCAを回し新しいまちづくりの推進を図る。

事業規模：団体の2018年度経常収益額　22,612,717円（うち補助金・事業委託7,964,882円（35.2%））

活動背景：NPO法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会は、2000年に有志ボランティアグループとし

て立ち上がった。鳥取県の街並み整備コンテストで提案した計画の実現を目的に始まった活動だが、

今では空き家や古民家を利用した事業や、フォーラム・シンポジウムの開催、学びやアートに関連し

たプログラム、学生派遣プログラムの受け入れなど活動は多岐の分野に及んでいる。委託事業ありき

にならないよう自主事業も展開してきた。事業の参画者が元々経営者だったためこれまで比較的ス

ムーズに経営できた。

３．２．２．事業による社会課題の解決についての実感・経営状況

　それぞれ（社会課題の解決・組織運営）で実感を持てている。課題解決の面で言えば、鹿野の街並

みを守ることから始まった活動も賞を受賞し、街並みの維持も実現できた。町内で目立っていた空き

家も今では不足している状況にまでなっている。また、鹿野町に住みたいという人も増加しており、

そのうち７～８割が若者である。

2中には定例会のみの団体や少年スポーツ団体等直接コミュニティビジネスに関係ない団体もかなり多く
存在する
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　今では、仮に委託事業を断り、自主事業のみの組織運営になっても継続して活動ができるまでになっ

た。これは上手くいっている実感がある。

３．２．３．今後の方針・課題

　現在の主軸は空き家事業である。空き家事業については将来的なものも含めいくつか課題がある。

　大きくは、空き家の持ち主自体の高齢化が進んでいること、移住希望者に提供できる空き家が足り

ていないことだ。高齢化については所有者の記憶があいまいになり、書面で交わした契約についても

都度確認しなくてはならない事例も出てきている。本人のみではなく親族等も含めて話を進めていく

などの対策が必要となってきた。（調査日2018年12月22日　対応者　NPO法人　いんしゅう鹿野まち

づくり協議会　副理事長小林清氏）

３．３．合同会社えんちゃん（元有限会社安達商事）

３．３．１．団体概要

　合同会社えんちゃんは、鳥取県日野郡江府町を中心にスーパーと移動販売を手掛け、買い物弱者支

援を行っていた元有限会社安達商事から事業承継を受けた事業者である。したがってここでは主に安

達商事について述べる（以下、団体概要）。

　安達商事が運営していたスーパー「あいきょう」は1990年、地元の生協の倒産を受けて、事業を引

き継ぐ形で元生協の従業員だった安達社長が設立した。最盛期には江府町、日野町に固定店舗を４店

舗、江府町にローソンを１店舗、そして江府町、日野町、伯耆町の一部を巡回する移動販売車「ひま

わり号」を４台運行していた。

　この移動販売はそもそも店舗への来客が減少したことを埋めるために取り組んだ事業で、買い物支

援よりは収益改善という目的であった。しかしその仕組みや移動販売時に結果的に付随して行われる

見守りや声掛けなどの高齢者福祉機能を合わせて、中山間地域における先駆的な買い物支援事業とし

て認知されるようになった。移動販売に全国チェーンのローソンの商品を含めることも当時はほかに

例を見ない取り組みであった。

３．３．２．事業での課題解決についての実感・経営状況

　安達商事の移動販売は江府町の高齢者の買い物を支えている。拙稿（倉持　2014）で示したように、

高齢になるほど買い物手段として移動販売を選択する傾向にある。現在は、移動販売の車両について

更新や整備の補助を受けているほか、移動販売時に実施する福祉サービスについて、人件費の補助を

受けている。

　江府町の人口も年々減少し「あいきょう」は自治体の支援なしでは継続が難しくなる。そして安達

社長の経営判断によって、事業を縮小し、主に江府町内の店舗と移動販売の仕組みを元安達商事の従

業員の遠藤氏に引き継いだ。
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３．３．３．今後の方針と課題

　高齢化によって、買い物する人が減ってきている。また、自分で料理を作らなくなったという利用

者が目立ってきたため、惣菜を提供するサービスを考えている。また、惣菜を作るための施設やスペー

スを現在の店舗か、あるいは別の場所に設置することも検討課題である。

（調査日2018年12月21日　対応者　江府町長白石祐治氏）

３．４．特定非営利活動法人たかしろ

３．４．１．団体概要

特定非営利活動法人として実施する事業（事業報告書より）：

　１）有償運送事業

事業規模：団体の2018年度経常収益額　1,552,781円（うち補助金・事業委託810,100円　52.2%）

活動背景：NPO法人たかしろは、鳥取県内で初めて過疎地有償運送に住民主体で取り組んだ事業者

である。2004年に事業を開始した。

　倉吉市高城地区は2000年に市よりバスの減便が伝えられ、交通弱者の発生が見込まれたため、住民

有志によるNPOを設立し、過疎地有償運送に取り組んだ。各集落から高城地区内のバス停までの送

迎である。事前に調査したところ約100人の利用希望者がいることもわかった。2008年で月平均100名

の利用者があった。

　運転手はボランティアで、有償のスタッフはいない。利用者収入だけでは車両の維持管理が困難と

なるため、自主財源を確保するための竹林整備や草刈りを行っている。

３．４．２．事業での課題解決についての実感・経営状況

　たかしろは、事業開始当初がもっとも利用者が多かった。それから事業内容は大きく変わっていな

いが、NPOの会員、運転協力者、利用者は減少している。利用者の減少の主な理由は高齢化による

外出機会の減少である。表は創立に近い時期（2006年）と現在の変化を示している。

表　NPO法人たかしろの利用者数等の変化

３．４．３．今後の課題

　今後の課題として、運転手の確保と事業継続の議論がある。バス利用者も減っているが、運転手も

減っており、現在は13人で回している。その多くは高齢者であり、今後も減っていく一方なため、確

 

（調査日 2018年 12月 21日 対応者 江府町長白石祐治氏） 
 
３．４．特定非営利活動法人たかしろ 

３．４．１．団体概要 

特定非営利活動法人として実施する事業（事業報告書より）： 
1）有償運送事業 

事業規模：団体の 2018 年度経常収益額 1,552,781 円（うち補助金・事業委託 810,100 円 52.2%） 
活動背景：NPO 法人たかしろは、鳥取県内で初めて過疎地有償運送に住民主体で取り組んだ事業者

である。2004 年に事業を開始した。 
倉吉市高城地区は 2000 年に市よりバスの減便が伝えられ、交通弱者の発生が見込まれたため、住

民有志による NPO を設立し、過疎地有償運送に取り組んだ。各集落から高城地区内のバス停までの

送迎である。事前に調査したところ約 100 人の利用希望者がいることもわかった。2008 年で月平均

100 名の利用者があった。 
運転手はボランティアで、有償のスタッフはいない。利用者収入だけでは車両の維持管理が困難と

なるため、自主財源を確保するための竹林整備や草刈りを行っている。 
 

３．４．２．事業での課題解決についての実感・経営状況 

たかしろは、事業開始当初がもっとも利用者が多かった。それから事業内容は大きく変わっていな

いが、NPOの会員、運転協力者、利用者は減少している。利用者の減少の主な理由は高齢化による外

出機会の減少である。表は創立に近い時期（2006年）と現在の変化を示している。 
表 NPO法人たかしろの利用者数等の変化 

 2006年 2018年 

利用者（月平均） 約100名 10～15名 

会員数 60名 37名 

運転協力者 37名 13名 

運行日 1日4便 1日1便 

 
３．４．３．今後の課題 

 今後の課題として、運転手の確保と事業継続の議論がある。バス利用者も減っているが、運転手も

減っており、現在は 13人で回している。その多くは高齢者であり、今後も減っていく一方なため、確

保の仕方を考える必要がある。 
 また、事業継続の議論に関して、地区人口が 2000 人を切り、本当にこの事業を継続する必要があ

るのかという声がでてきた。続けるべきという方がまだ多い現状であるが、今後の状況次第によって

はどのような方針で進めていくのかもう一度考えていく必要がある。（調査日 2019 年 2 月 22 日 対

応者 NPO法人たかしろ 理事 尾崎潤一氏） 
 
４．考察とまとめ 
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保の仕方を考える必要がある。

　また、事業継続の議論に関して、地区人口が2000人を切り、本当にこの事業を継続する必要がある

のかという声がでてきた。続けるべきという方がまだ多い現状であるが、今後の状況次第によっては

どのような方針で進めていくのかもう一度考えていく必要がある。（調査日2019年２月22日　対応者

　NPO法人たかしろ　理事　尾崎潤一氏）

４．考察とまとめ

　ここまで、コミュニティビジネスの実践的な定義（２章）と鳥取県におけるコミュニティビジネス

の実態（３章）について述べてきた。まず調査対象とした事業者にみられる傾向として、日常生活に

支障がでるほどの社会問題の解決に取り組んでいる事業者ほど事業性が低かった。事例の中では、「い

んしゅう鹿野まちづくり協議会」は高い事業性を示している。彼らが解決をめざす社会課題は、彼ら

だけでなく多くの人々や組織によって様々な角度から取り組まれていく性質のものである。対して「た

かしろ」や「えんちゃん」は、彼らが主な課題解決の担い手となっている点で異なっている。

　「たかしろ」や「えんちゃん」はまた、人口減少によって利用者を減らし続けている点でも共通し

ている。結局、人口減少が引き起こした社会課題を解決しようとする場合、人口が増えない限り、ビ

ジネスとしては成り立たないのである。効率性が一つの特徴である民間ビジネスが成り立たない地域

で、さらに効率的なビジネスを絞り出す余地はわずかしかない。

　ここから中山間地域におけるコミュニティビジネスの概念に関して、革新性の重要さを指摘できる。

とりわけ効率性の確保につながる技術的な革新性である。無人バスやドローンなど人件費や維持費の

圧縮につながり、かつサービス水準を落とさないような仕組みがあれば、事業性を確保する可能性が

高まる。

　事例に見たように、過疎地域においてコミュニティビジネスを継続するのは至難である。しかし、

事業の開始がビジネスであることには意味がある。住民との議論を通して、効率性や採算性を考慮し

た事業設計が期待できるからだ。長期の継続性は期待できないので、ゆくゆくは自治体が経済的な担

い手となる。このように入り口がビジネスであることによって社会課題を解決するための効率的で地

域から支持される仕組み、地域住民による事業の担い手を確保できる点は見逃せない。

　本稿は、鳥取県内のコミュニティビジネスの事業者に対する聞き取り調査結果を中心に報告し、中

山間地域におけるコミュニティビジネスの概念を若干考察した。地域政策においてコミュニティビジ

ネスは一時期に比べやや下火になったようだが、それはおそらく民間ベースの事業性が確保できない

ことに要因があると思われる。あるいは、いわゆる成功事例がコミュニティビジネスという枠にとど

まらず、民間企業や地場産業としての成功と差別化が難しくなっているからではないだろうか。今回

の調査で、コミュニティビジネスは事業の継続性以外の面で、社会課題の解決に重要な役割を果たす

可能性が示された。この点についてさらに多くの事例を調査し、より精緻に検証することが今後の課

題である。
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中小企業による新製品開発の成功要因 
−開発成果に結びつくFEフェーズ管理−

磯　野　　　誠

概要

　本研究では、中小企業による新製品開発の成功要因を明らかにすべく、開発FEフェーズ（Front 

Endフェーズ：最上流フェーズ）に注目し、中小企業の開発実務家５人および専門家４人を対象とし

たインタビュー調査をおこなった。その結果得られた知見は、次のようにまとめられる。

　中小企業による新製品開発FEフェーズの成功要因は、Khurana & Rosenthal (1998)の包括的FE

フェーズモデルによってでは捉え難い部分があるようであり、それは清成ら（1996）が指摘するように、

中小企業とは大企業と比較して、その開発組織がよりコンパクトで、その開発は経営者や主要な開発

者によるより強力なリーダーシップによることが特徴である故に、そのモデルが主張するような事

業戦略とFEフェーズとの統合等は大きな問題とはならないからである。一方、Lubart & Sternberg 

(1995)の創造性投資モデルによってより説明できると考えられ、それは中小企業による開発FEフェー

ズでは、より限られた開発資源をもとにより大きな開発成果を得ようとされ、また開発者個人がより

重要視されるからである。

　その上でそのLubart & Sternberg (1995)の創造性投資モデルに依拠した場合、中小企業による新製

品開発FEフェーズにおける開発成功要因とは、次のように整理できる。まずそれは大きく、思考プ

ロセス、知識、思考スタイル、性格、動機づけ、環境の６つの資源からなる。思考プロセスに関する

ものとしては、ビジョンの設定（特に社会的課題の認識に基づく）、ターゲット顧客とコンセプトの

明確化、既存知識等の再解釈・比較・組み合わせによるアイデア創出である。知識に関するものとし

ては、事業分野知識の保持・獲得、独自の開発・製造知識・技術、関連事業分野知識の保持・獲得、

市場知識の保持・獲得、経営知識の保持・獲得である。思考スタイルに関するものとしては、企画型

であることと、革新型であること、概略型であること、自律性があることである。性格に関するもの

としては、成長の希求、忍耐、リスクテイキングの希求と、個人主義である。動機づけについてはビ

ジョン追求に伴う内発的動機づけと、儲ける意識に伴う外発的動機づけである。そして環境に関する

ものとしては、１つには経営者や開発主導者のアイデアを受容し展開する組織、あるいは自らアイデ

アを提案し議論する組織、２つには知識を含む必要資源獲得のための環境であり、それは異業種交流、

中間組織を含む。３つには競争環境、そして４つにはリスクテイキングを許容するための収益事業を

含む事業ポートフォリオである。以上を表１にまとめる。
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表１　中小企業による新製品開発FEフェーズの開発成功要因

　ただし以上の今回得られた知見とは、限られた事例を対象とした定性調査からのものであり、その

一般的妥当性は確認されていない。今後はこの知見をもとに、中小企業による新製品開発FEフェー

ズの開発成功要因に関する概念を操作定義した上でその仮説を設定し、その妥当性を定量的に検討す

る必要がある。

　しかし本研究知見のインプリケーションとして、次を指摘できる。まず理論的には、本研究はこれ

までに注目されてこなかった中小企業による新製品開発の成功要因を検討したものである。特に本研

究では、そのKhurana & Rosenthal (1998)の包括的FEフェーズモデル応用の限界を示唆するとともに、

Lubart & Sternberg (1995)の創造性投資モデル応用の可能性を示した。本知見をもとに今後、中小企

業による新製品開発FEフェーズの開発成功要因に関する仮説を設定しその妥当性を検討することで、

Lubart & Sternberg(1995)
創造性投資モデルが説明
する創造性発揮のための
資源（要因）

中小企業による新製品開発の
成功要因（本調査から）

具体例（本調査から）

思考プロセス：
問題定義
解釈、比較、組み合わせ
による解創出

ビジョンの設定
社会的課題認識に基づく
ターゲット顧客の明確化
コンセプトの明確化
既存知識等の再解釈、比較、
組み合わせによるアイデア創出

（問題設定）
社会的課題認識と自社資源による解決可能性
ビジョン、特に遠い先までの見通し
技術を生かす市場（顧客像）の具体的な見通し・イメージ・ストー
リー、その想像力、先の市場の読みと対応力
戦略・ビジネスモデル設定
中身はコンセプトを決定してから開発
市場を理解した上での、明確なターゲットの設定と、明確さ
ターゲットとコンセプトの設定、分かりやすさ

（問題アプローチ）
アイデア・知識の組み合わせ（白黒でなく）、成果評価

知識 事業分野知識の保持、獲得
独自開発・製造知識・技術
関連事業分野知識の獲得
市場知識の保持、獲得
経営知識の保持、獲得

（分野知識）
対象事業分野知識

（独自開発・製造知識・技術）
製品差別化につながるような独自の開発資源（立地含む）

（市場知識）
ニーズの理解・消費者意識、顧客ニーズの解釈
テストマーケティング→軌道修正
消費者理解の意識（本格的な消費者調査は難）

（経営知識）
異業種への展開能力

思考スタイル：
企画型、革新型、概略型

企画型であること（vs実行型）
革新型であること（vs保守型）
概略型であること（vs詳細型）
自律型であること

起業家精神
革新の取り込み、夢
組織メンバーの自律性
ミッションの堅守

性格：
曖昧さの許容、忍耐、成
長の希求、リスク取りの
希求、個人主義

成長の希求、リスク取りの希求、
忍耐、個人主義

起業家精神、学び続ける
やり遂げる意志、謙虚さ
トップの専断的意思決定←→合議制

動機づけ：
内発的動機づけ
外発的動機づけ

内発的動機づけ：起業家精神
ビジョンや夢に基づく
外発的動機づけ：儲ける意識

ビジョン、夢
儲ける意識

環境：
物理的環境
社会的環境

自律的組織
　アイデア展開・提案組織
必要資源獲得のための環境
　関連業種連携、中間組織
　異業種交流
収益事業を含むポートフォリオ

（アイデア展開）
アイデアを受容・展開する組織、アイデアを出し合う組織

（知識：必要知識の補完）
関連業種・関連企業との垂直連携、中間組織
新知識獲得のための異業種交流、専門講習・研修参加

（思考スタイル：リスクテイキング）
収益事業を含むポートフォリオ
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それらを明らかにすることができると考える。また実務的には、今後、本研究が扱った中小企業によ

る新製品開発FEフェーズの開発成功要因の妥当性が確認されれば、中小企業の経営者など開発実務

家は、その知見をもとにして新製品開発をおこなうことで、その開発をより成功させることができる

と考えられる。特に、思考プロセスのうちのビジョンを設定することが、創造性発揮のための問題設

定となるだけでなく、関連知識の獲得、内発的動機づけとなることが考えられ、またそのビジョンの

設定とは、経営者など開発者の企画型や革新型の思考スタイル、および成長の希求といった性格に依

存していることが考えられ、それらは開発を成功させるために重要であることが示唆される。

参考文献

Khurana, Anil & Rosenthal, Stephen R. (1998)“Towards Holistic“Front Ends”In New Product 

Development,”Journal of Product Innovation Management, 15, pp.57-74.

Lubart, Todd I. & Sterngerg, Robert J. (1995) “An Investment Approach to Creativity: Theory and 

Data,” In: Smith, Steven M., Ward, Thomas B. & Finke, Ronald A.(eds.) The Creative Cognition 

Approach, MIT Press, pp.271-302.

清成忠男・田中利見・港徹雄 （1996） 『中小企業論』 有斐閣。

　本研究は公立鳥取環境大学特別研究費の助成を受けたものです。



53

鳥取県中部海域におけるアマモ場の季節消長と
生物群集構造について－Ⅱ

葉上付着生物と底生生物の動態について

太田太郎*・水流園直樹**・大塚淳生***・吉永郁生****

１．はじめに

　海草の一種であるアマモZostera marinaの群落（以下、アマモ場と記す）は沿岸域の静穏な砂泥底

に形成され、魚類等の海洋生物の生息場として利用されるなど、沿岸生態系における生物多様性の維

持に重要な役割を果たしている（三重県農水商工部水産基盤室、2008）。また、アマモは陸上植物と

同様に根を張ることにより底質を安定化させることや繁茂による波力の減衰などの物理的効果、光合

成による酸素供給や草体の成長による窒素やリンの固定などの化学的効果等、沿岸海域において様々

な機能を有しているものと考えられる。一方、アマモ場は人為的な影響を受けやすい内湾のごく沿岸

域に形成されることから、1970年代後半からの高度成長期における海岸の改変等により、全国的に大

きく減少していると言われている（環境庁、1994）。鳥取県周辺の沿岸については県西部に位置する

汽水湖中海でアマモの分布が調査されている（島村・中村、1998）。この水域にはかつて広大なアマ

モ場が存在したが、近年の環境悪化などの要因によりアマモ場が減少しており、市民活動を主体とし

た再生活動等も行われている（中海再生協議会、2012）。一方、鳥取県東中部には内湾的な環境が少

ないため、アマモ場は元来少ないが、漁港などの一部の閉鎖的な水域でアマモの繁茂が確認される。

太田ら（2017）では、鳥取県中部に位置する泊漁港内（東伯郡湯梨浜町）に分布するアマモ場をモデ

ルフィールドとし、アマモの季節消長とアマモ場に分布する小型甲殻類の出現動態について調査を

行った。本稿では、鳥取県東中部のような開放的な沿岸海域におけるアマモ場の生態的な価値を検証

する基礎資料の集積を目的とし、漁港内に分布するアマモ場における葉上付着生物相と、アマモの基

質となる砂泥中に分布するベントス（底生生物）相について調査をした結果を報告する。

２．方法

２．１．調査海域、調査日と水質調査

　調査は鳥取県中部に位置する鳥取県東伯郡湯梨浜町の泊漁港内（図１）に分布するアマモ場におい

て、2018年６月７日、７月13日、９月27日、11月５日の計４回実施した。泊漁港は、外海に面した海

岸に位置し、東側には岩礁域、西側には砂底域が広がっている。なお、太田ら（2017）で調査を実施

*　 公立鳥取環境大学人間形成教育センター
**   株式会社ゼニライトブイ
***  株式会社ナフコ支店富士店
**** 公立鳥取環境大学環境学部
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したアマモ場は、事前調査によりアマモがほとんど消失していたため、調査海域を対岸の漁港北東

部に位置する突堤の南側に位置するアマモ場に移した。各調査日の調査開始時には、多項目水質計

（WQC-24、東亜ディーティーケー株式会社）を岸壁から海面より約１mの海中に降ろし、水温、塩分、

および溶存酸素（DO）を測定した。

２．２．アマモ場の観察

　各調査日にスキューバ潜水によりアマモ場の面積を測定した。まず、アマモ場に面した突堤に１～

２m間隔で９つの基点を設定し、各基点から突堤に対して垂直な定線を設定した。スキューバ潜水に

より定線上のアマモの有無を確認し、アマモ場の突堤側の端までの距離（a）と沖側の端までの距離（b）

を測定し、各定線上のアマモ場の幅（b-a）を算出した。さらに定線間の距離からアマモ場を台形に

近似して面積を計算し、これらを足すことでアマモ場の面積を算出した（図２）。

　さらに、アマモ場内に900cm2（30cm×30cm）のコドラートを任意の箇所に設置し、コドラート内

のアマモの株数を水中で計測した。なお、計測箇所は原則４箇所以上としたが、６月７日の調査のみ

１箇所で計測した。その後、複数回の計測結果を平均し、１m2当たりの株数（株密度：株/m2）を推

定した。さらに、葉長測定用にアマモの海底基質より上部を基部からカッターで刈り取り、ポリエス

テル生地の巾着袋に入れ採集した。採集したアマモは、調査の翌日に研究室にて葉長を計測した。得

られたデータを用い、調査海域におけるアマモの海底基質より上部の現存量の指標（V）を以下の式

から算出した。

　アマモの現存量（V）=面積（m2）×株密度（株/m2）×平均葉長（m）

２．３．アマモ場の葉上付着生物の採集及び個体数の計測

　葉上付着生物用のサンプルは、スキューバ潜水によって任意に選定した５箇所で１サンプル当たり

最大３株のアマモを水中でカッターを用いて刈り取り、直接サンプル瓶（容積11）に入れ採集した。

なお、６月と７月の調査では、１株の量が多いため１瓶に１株ずつ採集し、９月及び11月の２回の調

査では、アマモの先枯れが進み、葉長が短くなっていたことから、１瓶に３株ずつ採集することとし

太⽥ら（2017）
における調査⽔域

本研究の調査⽔域

図１　�泊漁港の位置（左）及び港内における調査海域の位置（右：太田ら(2017)の調査水域と本稿の調査
水域の位置を斜線で示す）
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た。採集したサンプルは直ちに陸上にて10%ホルマリンで固定し、研究室に持ち帰った。

　葉上付着生物用に採集したアマモのサンプルは、研究室にて真水で葉上付着生物を洗い落とし、目

合い300μmのネットで受けて濾し集めた。濾し集めたサンプルから可能な限りゴミを除去し、最初

に目視で分類可能な大型の生物を選別後、可能な限り細かい分類群まで同定を行った。残りの小型生

物については、全体のサンプルからランダムに0.3g前後を抽出した後、実態顕微鏡（NikonSMZ1270）

下で観察し、可能な限り細かい分類群まで同定した上で、分類群別に個体数を計数した。なお、種を

同定できない場合にも形態的特徴からタイプ分けを行い、タイプを種として扱い種数を求めた。小型

生物の個体数は、計測したサンプルの重量と全体のサンプルの重量との比により引き伸ばし、サンプ

ル全体の個体数を推定した。なお、アマモに多数の棲管が付着していたウズマキゴカイは、選別に至

るまでの作業過程で棲管が破損し、個体の判別が困難であったため、分析の対象から除外した。葉上

付着生物の同定は、新日本動物圖鑑（岡田、2004）に従った。

２．４．ベントスの採集と計測

　ベントスの採集には、図２に示す10定点（アマモ場内にP１からP５、アマモの生えていない砂底

域（以下、裸地と記す）にS１からS５）を設定した。なお、アマモ場の中心部での底質の採集が困難だっ

たため、アマモ場縁辺部付近をアマモ場内の定点として設定した。６月及び７月の調査では、アマモ

場と裸地におけるベントスの種組成及びバイオマス比較を行うため、全ての定点で採集を実施し、ベ

ントス相の水平的な分布傾向を調査した。さらに、アマモ場及び裸地におけるベントス相の経時変化

を調査するため、９月及び11月の調査では、P２（アマモ場）、S５（裸地）において採集を行った。

図２　�調査海域のアマモ場の定線及び面積計算方法の概略図。横軸は漁港の北東岸壁に一致し、
アマモ場の中心付近を基準基点（0m）に設定した。縦軸は岸壁からの距離を表す。

　　　黒丸S1からS5及びP1からP5はベントスの採集定点を示す（２．４.を参照）

お、6月と7月の調査では、1株の量が多いため1瓶に1株ずつ採集し、9月及び11月の2回の調査で 

 

は、アマモの先枯れが進み、葉長が短くなっていたことから、1瓶に3株ずつ採集することとした。

採集したサンプルは直ちに陸上にて10%ホルマリンで固定し、研究室に持ち帰った。 

葉上付着生物用に採集したアマモのサンプルは、研究室にて真水で葉上付着生物を洗い落とし、目

合い 300μm のネットで受けて濾し集めた。濾し集めたサンプルから可能な限りゴミを除去し、最初

に目視で分類可能な大型の生物を選別後、可能な限り細かい分類群まで同定を行った。残りの小型生

物については、全体のサンプルからランダムに 0.3g 前後を抽出した後、実態顕微鏡(Nikon SMZ1270)

下で観察し、可能な限り細かい分類群まで同定した上で、分類群別に個体数を計数した。なお、種を

同定できない場合にも形態的特徴からタイプ分けを行い、タイプを種として扱い種数を求めた。小型

生物の個体数は、計測したサンプルの重量と全体のサンプルの重量との比により引き伸ばし、サンプ

ル全体の個体数を推定した。なお、アマモに多数の棲管が付着していたウズマキゴカイは、選別に至

るまでの作業過程で棲管が破損し、個体の判別が困難であったため、分析の対象から除外した。葉上

付着生物の同定は、新日本動物圖鑑(岡田, 2004)に従った。 

 

２．４．ベントスの採集と計測 

 ベントスの採集には、図 2 に示す 10 定点（アマモ場内に P1 から P5、アマモの生えていない砂底

域（以下、裸地と記す）に S1 から S5）を設定した。なお、アマモ場の中心部での底質の採集が困難

図２ 調査海域のアマモ場の定線及び面積計算方法の概略図。横軸は漁港の北東岸壁に一致し、アマモ場の中心

付近を基準基点（0m）に設定した。縦軸は岸壁からの距離を表す。 

黒丸S1からS5及びP1からP5はベントスの採集定点を示す（２．４．を参照） 
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　採集にはコドラート（300×300mm）を用い、スキューバ潜水にてコドラート内の底質を金属製

のカップで10cm程度の深さで掘り、土嚢袋に入れ陸上に回収した。回収した底質は軽く水分を落

とした後、現場で重量を測定した。その後、底質をふるい（野中理科器製作所：目開き850µm）に

かけて分離し、ふるいに残った試料を10％ホルマリンで固定して研究室に持ち帰った。研究室で

は試料から生物をソーティングした後、分類群の同定を行い、ベントスの個体数及び湿重量を電

子天秤（SHIMADSU TW223N：最小表示0.001g）で計測した。また、分類は新日本動物圖鑑（岡

田他、2004）及び鳥取県東部浦富海岸の打ち上げ貝類Web図鑑（鳥取県立博物館、採集閲覧日：

2018/08/29）に基づいて行い、基本的に種まで分けることを目指したが、種名がわからなかった場合

は形態的特徴からタイプ分けし、各タイプを種として処理し、種数を求めた。また、湿重量について

は電子天秤の測定限界以下の場合、0.001gとしてデータを取り扱った。

２．５．多様度指数の算出

　アマモの葉上付着生物及びアマモ場のベントスについては下式の多様度指数H'（Shannon and 

Weaver、1949）を算出した。葉上着生物については種別の個体数をベースに算出し、ベントスにつ

いては種別の個体数及び湿重量をベースに多様度指数を算出した。

　　S：種数　N：総個体数（または重量）　ni：i番目の種の個体数（または重量）

３．結果　

３．１．水温・塩分、および溶存酸素

　水温、塩分、溶存酸素の値を表１に示す。水温は、７月に最高値25.9℃、11月に最低値19.5℃を示した。

塩分については調査日により若干変動したが、特に７月には最低値27.5を示した。溶存酸素は６月に

最高値9.50mg/l、９月に最低値6.02mg/lとなった。

３．２．アマモの現存量の推移

　各調査日における調査海域のアマモ場の写真を図３に示した。アマモ場の面積については、62.7m2
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だったため、アマモ場縁辺部付近をアマモ場内の定点として設定した。6 月及び 7 月の調査では、ア

マモ場と裸地におけるベントスの種組成及びバイオマス比較を行うため、全ての定点で採集を実施し、

ベントス相の水平的な分布傾向を調査した。さらに、アマモ場及び裸地におけるベントス相の経時変

化を調査するため、9 月及び 11 月の調査では、P2（アマモ場）、S5（裸地）において採集を行った。 

 採集にはコドラート（300×300mm）を用い、スキューバ潜水にてコドラート内の底質を金属製のカ

ップで 10cm 程度の深さで掘り、土嚢袋に入れ陸上に回収した。回収した底質は軽く水分を落とした

後、現場で重量を測定した。その後、底質をふるい（野中理科器製作所：目開き850µm）にかけて分離

し、ふるいに残った試料を10％ホルマリンで固定して研究室に持ち帰った。研究室では試料から生物

をソーティングした後、分類群の同定を行い、ベントスの個体数及び湿重量を電子天秤（SHIMADSU 

TW223N：最小表示0.001g）で計測した。また、分類は新日本動物圖鑑（岡田他、2004）及び鳥取県東

部浦富海岸の打ち上げ貝類Web図鑑（鳥取県立博物館、採集閲覧日：2018/08/29）に基づいて行い、

基本的に種まで分けることを目指したが、種名がわからなかった場合は形態的特徴からタイプ分けし、

各タイプを種として処理し、種数を求めた。また、湿重量については電子天秤の測定限界以下の場合、

0.001gとしてデータを取り扱った。 
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2018/9/27 24.0 31.2 6.02

2018/11/5 19.5 30.9 6.46
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表１　調査水域における水温、塩分及び溶存酸素
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７日及び７月13日は平均でおよそ0.9ｍであった

が、９月27日は急激に減少し、以降は平均0.15ｍ

程度となった（図４（C））。

　これらの結果に基づき算出したアマモの現存量

の指標（V）を図５に示した。現存量の指標（V）

は６月７日に10,270、７月13日には11,132と高い

値を示したが、９月27日には1,462、11月５日に

は829に減少した。なお、このアマモの現存量の

変動、特に７月から９月にかけての急激な変化は、

葉長の変動の影響を最も強く受けているものと判

断された。

３．３．アマモの葉上付着生物の動態

３．３．１．アマモ1株当たりの葉上付着生物の動態

　アマモ１株当たりの葉上付着生物の分類群別個体数の推移を図６に示した。全４回の調査のうち、

アマモ１株当たりの葉上付着生物の個体数の最大値は６月７日の1325.7個体、最小値は11月５日の

25.1個体であり、６月の調査開始以降、季節進行に伴い減少する傾向が認められた。分類群別に比較

を行うと、最も多く出現したのは節足動物門Arthropodaであり、次いで袋形動物門Aschelminthes、

環形動物門Annelida、軟体動物門Mollusca、扁形動物門Plathelminthesの順に出現した。最も多く

個体数が出現した節足動物門甲殻綱Crustaceaの分類群別個体数の推移を図７に示した。６月７日及

図３　�調査海域のアマモ場の写真（A）H30.6.7撮
影（B）H30.7.13撮影（C）H30.9.27撮影

（D）H30.11.5撮影

図４　�アマモ場の面積（A）、平均株密度(株/㎡ )（B）、平均葉長（ｍ）（C）の推移（エラーバーは標準偏差、
各値の右上の数字は測定数を示す）

図５　アマモ場の現存量（V）の値の推移

３．２．アマモの現存量の推移 

 各調査日における調査海域のアマモ場の

写真を図3に示した。アマモ場の面積につい

ては、62.7m2から68.5m2の間で推移し、季

節変化に伴った顕著な変化は認められなか

った（図4（A））。また、アマモの株密度

は6月から7月にかけて増加し、7月13日が

最大値191.7±42.9株/m2となったが、以降

は減少し、11月5日には最小値90.7±30.2株
/m2となった(図4（B）)。アマモの葉長につ

いては6月7日及び7月13日は平均でおよそ

0.9ｍであったが、9月27日は急激に減少

し、以降は平均0.15ｍ程度となった(図

4(C))。 

これらの結果に基づき算出したアマモの

現存量の指標(V)を図5に示した。現存量の

指標(V)は6月7日に10,270、7月13日には11,132と高い値を示したが、9月27日には1,462、11月5日8 
には829に減少した。なお、このアマモの現存量の変動、特に7月から9月にかけての急激な変化は、

葉長の変動の影響を最も強く受けているものと判断された。 
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び７月13日は、端脚目ヨコエビ亜目Gammarideaが半分以上を占めていたが、それ以降はカイアシ

亜綱Copepodaが優占した。なお、カイアシ亜綱については、カラヌス目Calanoida、キクロプス目

Cyclopoida、ハルパクチクス目Harpacticoidaの３目をまとめている。

３．３．２．アマモ場全体の葉上付着生物の総個体数及び種数及び多様度指数

　調査海域における、アマモ場全体の葉上付着生物の推定総個体数及び種数の推移を図８に示した。

推定総個体数の最大値は６月７日の14,546,243個体となり、以降は時間経過とともに減少し、最小値

は11月５日の142,805個体となった。一方、種数の最大値は７月13日の27種で、最小値は11月５日の

15種と推定総個体数とは異なる傾向を示した。多様度指数（H'）の季節推移を図９に示した。なお、

多様度指数はサンプル毎に算出した後、各調査日の平均値を求めた。各調査日の多様度指数の平均値

（±標準偏差）は、６月７日に2.65±0.25、７月13日に3.00±0.34、９月27日に1.29±0.15、11月５日に1.40

±0.45となった（図５）。

３．３．アマモの葉上付着生物の動態 

３．３．１．アマモ1株当たりの葉上付着生物の動態 

アマモ1株当たりの葉上付着生物の分類群別個体数の推移を図6に示した。全4回の調査のうち、ア

マモ1株当たりの葉上付着生物の個体数の最大値は6月7日の1325.7個体、最小値は11月5日の25.1個
体であり、6月の調査開始以降、季節進行に伴い減少する傾向が認められた。分類群別に比較を行う

と、最も多く出現したのは節足動物門Arthropodaであり、次いで袋形動物門Aschelminthes、環形

動物門Annelida、軟体動物門Mollusca、扁形動物門 Plathelminthesの順に出現した。最も多く個体

数が出現した節足動物門甲殻綱Crustaceaの分類群別個体数の推移を図7に示した。6月7日及び7月13
日は、端脚目ヨコエビ亜目Gammarideaが半分以上を占めていたが、それ以降はカイアシ亜綱

Copepodaが優占した。なお、カイアシ亜綱については、カラヌス目Calanoida、キクロプス目

Cyclopoida、ハルパクチクス目Harpacticoidaの3目をまとめている。 

 
３．３．２．アマモ場全体の葉上付着生物の総個  体数及び種数及び多様度指数 

調査海域における、アマモ場全体の葉上付着生物の推定総個体数及び種数の推移を図8に示した。

推定総個体数の最大値は6月7日の14,546,243個体となり、以降は時間経過とともに減少し、最小値

は11月5日の142,805個体となった。一方、種数の最大値は7月13日の27種で、最小値は11月5日の15
種と推定総個体数とは異なる傾向を示した。多様度指数(H')の季節推移を図9に示した。なお、多様

度指数はサンプル毎に算出した後、各調査日の平均値を求めた。各調査日の多様度指数の平均値(±
標準偏差)は、6月7日に2.65±0.25、7月13日に3.00±0.34、9月27日に1.29±0.15、11月5日に1.40
±0.45となった（図5）。 

 

 

図６ アマモ 1 株当たりの葉上付着生物の分類群別個体数

（全分類群） 

図７ アマモ 1 株当たりの葉上付着生物の分類群別個体数

（甲殻類） 

図６　�アマモ1株当たりの葉上付着生物の分類群別
個体数（全分類群）

図８　�調査海域のアマモ場全体の葉上付着生物の
推定総個体数及び種数

図９　�アマモの葉上付着生物の多様度指数の平均
値（エラーバーは標準偏差。数字はサンプ
ル数を表す）

図７　�アマモ1株当たりの葉上付着生物の分類群別
個体数（甲殻類）



59

３．４．ベントス生物の動態

３．４．１．アマモ場及び裸地におけるベントスの水平分布と多様度

　６月及び７月に採集したベントスサンプルからは環形動物門、棘皮動物門Echinodermata、紐形動

物門Nemertea、軟体動物門、節足動物門の出現が確認された。各定点で採集されたベントスの個体

数（底質サンプル１kg当たり）、湿重量（底質サンプル１kg当たり）、種数を分類群（門）別に図10

に示す。アマモ場と裸地の個体数、湿重量、種数の値について差を検定したところ、６月では各値

に有意な差は認められなかった（t検定、p>0.05）。７月については個体数、湿重量については有意

な差は認められなかったが（t検定、p>0.05）、種数についてはアマモ場の方が裸地と比べ高い値と

なった（t検定、p=0.02）。また、多様度指数については個体数ベース及び湿重量ベースで算出をした

（表２）。個体数ベース、重量ベースともにアマモ場と裸地の間で、有意差は確認されなかった（t検定、

p>0.05）。

図10　�底質サンプル１kg当たりの分類群別ベントスの個体数（上段）と湿重量（中段）、及び種数（下段）。
左は6月7日、右は7月13日の結果

 

３．４．ベントス生物の動態 

３．４．１．アマモ場及び裸地におけるベントスの水平分布と多様度 

図８ 調査海域のアマモ場全体の葉上付着生物の推定総個

体数及び種数 

図９ アマモの葉上付着生物の多様度指数の平均値（エラ

ーバーは標準偏差。数字はサンプル数を表す） 

図１０ 底質サンプル１kg当たりの分類群別ベントスの個体数（上段）と湿重量（中段）、及び種数（下段）。左は6月

7日、右は7月13日の結果 

6月 7日 7月13日 
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３．４．２．アマモ場及び裸地におけるベントスの経時変化

　アマモ場（P２）、裸地（S５）について、６月から11月の間の計4回の調査で採集されたベントス

の個体数、湿重量、種類の値を図11に示す。各月の総ベントス出現個体数及び湿重量を比較すると、

ともに６月のアマモ場で最大となり、種数では７月のアマモ場が最大であった。また、各月の出現個

体数をアマモ場と裸地で比較すると、アマモ地上部現存量の多い６月及び７月にはアマモ場で高く、

アマモ現存量の少ない９月及び11月では裸地で高い結果となった。

　分類群別に見ると、環形動物と軟体動物が調査時期を問わず安定して出現する傾向が認められ、個

体数ベースの種組成については、各調査日の値を平均するとアマモ場では環形動物が39.7%、軟体動

物が47.7%を占め、裸地では環形動物が51.6%、軟体動物が40.6%を占めた。

４．考察

　アマモは水中照度の高い場所を好み、種子による有性繁殖と地下茎の分枝による栄養繁殖の２通り

の繁殖方法が存在し、地域により多年生アマモと１年生アマモが存在すると報告されている（三重県

農水商工部、2008）。本研究の対象である泊漁港内のアマモ場については、株密度や葉長こそ夏季か

ら秋季に減少したが、アマモ場の面積は11月でも維持されたことから、多年生アマモが生息している

と考えられた。一方で、本調査水域のアマモの葉長は夏季に顕著な減少傾向を示した。阿部ら（2004）

の報告によると、水温25℃以上の高水温でアマモの成長抑制及び枯死が起こることから、本研究にお

いても７月13日に記録した最高水温25.9℃を境に、アマモの葉の先枯れが始まったものと考えられた。

当該調査海域におけるアマモの季節変化を報告した知見（太田ら、2017）と比較した結果、アマモ場

の面積及びアマモの葉長は同様の推移を示した。一方、株密度について太田ら（2017）では季節変化

に伴う顕著な増減は認められなかったが、今回の研究では７月13日を境に減少傾向を示した。太田

ら（2017）で調査を行った2016年には、葉幅が２mm前後で葉の先端に丸みを帯びた新たに生えたと

考えられる株（新規個体）が９月以降に出現したため、株密度が維持されたのに対して、本研究にお

ける2018年の調査では栄養繁殖による新規個体の出現が、調査期間中（６月～ 11月）に確認されず、

株密度が減少した可能性が考えられた。このような栄養繁殖による新規個体の加入の有無を決定づけ

る要因の解明には至らなかったが、今後の経年的なモニタリングよる解明が望まれる。

　アマモの葉上付着生物について、大部分は甲殻類により構成され、そのバイオマスは付着基質とな

るアマモの現存量に比例して増減していた。加えて、アマモの現存量の多い６月や７月は比較的大型

6 月及び 7 月に採集したベントスサンプルからは環形動物門、棘皮動物門 Echinodermata、紐形動

物門Nemertea、軟体動物門、節足動物門の出現が確認された。各定点で採集されたベントスの個体数

（底質サンプル1kg当たり）、湿重量（底質サンプル1kg当たり）、種数を分類群（門）別に図10に示

す。アマモ場と裸地の個体数、湿重量、種数の値について差を検定したところ、６月では各値に有意

な差は認められなかった（t検定、p>0.05）。７月については個体数、湿重量については有意な差は認

められなかったが（t検定、p>0.05）、種数についてはアマモ場の方が裸地比べ高い値となった（t検

定、p=0.02）。また、多様度指数については個体数ベース及び湿重量ベースで算出をした（表 2）。個

体数ベース、重量ベースともにアマモ場と裸地の間で、多様度指数の平均値に有意差は確認されなか

った（t検定、p>0.05）。 

 

 

３．４．２．アマモ場及び裸地におけるベントスの経時変化 

 アマモ場（P2）、裸地（S5）について、6 月から 11 月の間の計 4 回の調査で採集されたベントス群

集を図 11 に示す。各月の総ベントス出現個体数及び湿重量を比較すると、ともに6月のアマモ場で

最大となり、種数では7月のアマモ場が最大であった。また、各月の出現個体数をアマモ場と裸地で

比較すると、アマモ地上部現存量の多い 6 月及び 7 月にはアマモ場で高く、アマモ現存量の少ない 9

月及び11月では裸地で高い結果となった。 

 分類群別に見ると、環形動物と軟体動物が調査時期を問わず安定して出現する傾向が認められ、個

体数ベースの種組成については、各調査日の値を平均するとアマモ場では環形動物が 39.7%、軟体動

物が47.7%を占め、裸地では環形動物が51.6%、軟体動物が40.6%を占めた。 

 

４．考察 

アマモは、水中照度の高い場所を好み、種子による有性繁殖と地下茎の分枝による栄養繁殖の2通
りの繁殖方法が存在し、地域により多年生アマモと1年生アマモが存在すると報告されている(三重県

農水商工部, 2008)。本研究の対象である泊漁港内のアマモ場については、株密度や葉長こそ夏季か

ら秋季に減少したが、アマモ場の面積は11月でも維持されたことから、多年生アマモが生息してい

ると考えられた。一方で、本調査水域のアマモの葉長は夏季に顕著な減少傾向を示した。阿部ら

(2004)の報告によると、水温25℃以上の高水温でアマモの成長抑制及び枯死が起こることから、 

表２ 各定点におけるベントスの多様度指数 H'の値（上段は個体数ベース、下段は湿重量ベースで算出した結果） 

個体数ベース

調査日＼定点 P1 P2 P3 P4 P5
アマモ場
平均

S1 S2 S3 S4 S5 裸地平均

6月7日 2.96 3.87 4.53 3.23 3.44 3.60 3.35 3.68 3.96 2.91 4.14 3.61
7月13日 4.20 4.80 4.48 4.07 3.80 4.27 3.38 4.28 3.91 4.33 4.00 3.98

湿重量ベース

調査日＼定点 P1 P2 P3 P4 P5
アマモ場
平均

S1 S2 S3 S4 S5 裸地平均

6月7日 3.33 3.42 3.37 3.11 3.22 3.29 3.79 3.08 3.97 2.79 3.60 3.45
7月13日 3.40 3.33 3.57 3.97 3.84 3.62 2.88 3.71 3.34 3.50 2.89 3.26

表２　各定点におけるベントスの多様度指数 H'の値（上段は個体数ベース、下段は湿重量ベースで算出した結果）
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な端脚類が優占する一方、アマモの現存量の少ない９月や11月は端脚類が著しく減少し、小型甲殻類

のカイアシ類が優占した。アマモの現存量の増減は、付着生物のバイオマスのみならず、多様性の増

減にも寄与しているとことが明らかとなった。すなわちアマモの繁茂により端脚類や付着生カイアシ

類などの甲殻類を中心とした複雑で多様な付着生物群集が形成されることが明らかとなった。

　一方、アマモの基質となる底質中のベントスについては、環形動物（多毛綱）と軟体動物（二枚貝

綱、腹足綱）が優占した。アマモ場とその周辺の裸地でベントスの個体数、湿重量、種数に顕著な差

は確認できなかった。アマモ有無によるベントス相への影響を検証するには、裸地の定点としてアマ

モ場からより離れた場所を設定し検証を行う必要性がある。また、アマモの現存量の季節変化とベン

トス相の挙動の関係についても明瞭な関連性は認められなかったものの、アマモの多い６月や７月に

 

本研究においても7月13日に記録した最高水温25.9℃を境に、アマモの葉の先枯れが始まったものと

考えられた。当該調査海域における、アマモの季節変化を報告した知見(太田ら, 2017)と比較した結

果、アマモ場の面積及びアマモの葉長は同様の推移を示した。一方、株密度について太田ら(2017)で
は季節変化に伴う顕著な増加、減少傾向は認められなかったが、今回の研究では7月13日を境に、減

少傾向を示した。太田ら(2017)で調査を行った2016年には、葉幅が2mm前後で葉の先端に丸みを帯

びた新たに生えたと考えられる株(新規個体)が9月以降に出現したため、株密度が維持されたのに対

して、本研究における2018年の調査では栄養繁殖による新規個体の出現が、調査期間中(6月～11月)

図１１ 底質サンプル１kg当たりの分類群別ベントスの個体数（上段）と湿重量（中段）、及び種数（下段）の季節 

推移（右はアマモ場（定点P2）、左は裸地（定点S5） 

図11　�底質サンプル１kg当たりの分類群別ベントスの個体数（上段）と湿重量（中段）、及び種数（下段）の季節
推移（右はアマモ場（定点P2）、左は裸地（定点S5）
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ベントスの個体数及びバイオマス（湿重量）が多い傾向は認められた。

　本研究では夏季から秋季にかけてのアマモの季節消長と葉上付着生物相とベントス相の関係を調査

した。特にアマモの現存量とベントス相の関係については周年に渡る調査、中でもアマモの成長期で

ある春季における生物群集の挙動を把握する必要性があり、課題も残された。一方、本研究により、

漁港内のアマモ場及びその周辺には、分類群を跨ぐ多様な生物が多数存在し、複雑なコミュニティを

形成していることを確認することができた。また、調査水域となるアマモ場には多くの魚類が蝟集し、

メバル属Sebastes sp．、マアジTrachurus japonicus、スズキLateolabrax japonicus、マダイPagrus major、

マコガレイPleuronectes yokohamaeなど水産業上の重要種についても、調査を行ったアマモ場を成育場

として利用していることが確認されている（太田ら、2017）。これらの魚類はアマモ場の葉上付着生

物やベントスを餌料として利用していることが推察される。アマモ場のみならず沿岸環境の保全や再

生活動による水産資源の増大を推進していくためには、海域の生物生産構造に関する情報を蓄積し、

その効果を検証することが重要である。特に前浜の浅場は生物生産の場として極めて重要と考えられ

ることから、今後はアマモ場だけでなく、ガラモ場や砂浜海岸、河口域など様々なタイプの前浜水域

の生物群集構造の解明が必要と考えられる。
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